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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 98,241 100,651 110,670 105,339 105,619

経常利益 (百万円) 640 827 2,065 1,633 1,851

親会社株主に帰属する当期純利

益又は親会社株主に帰属する当

期純損失（△）

(百万円) △348 446 982 466 717

包括利益 (百万円) △427 947 1,245 2,438 △73

純資産額 (百万円) 27,461 18,045 18,984 21,240 21,088

総資産額 (百万円) 66,641 64,036 70,048 69,649 68,785

１株当たり純資産額 (円) 1,090.04 1,513.02 1,572.53 1,739.93 1,707.31

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）

(円) △13.86 34.37 81.79 38.40 58.40

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 41.2 28.2 27.1 30.5 30.7

自己資本利益率 (％) △1.3 2.0 5.3 2.3 3.4

株価収益率 (倍) － 12.1 5.6 12.5 7.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
(百万円) 889 7,511 △4,321 1,833 1,903

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
(百万円) △371 3,820 211 468 △586

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
(百万円) △664 △6,597 288 △787 △896

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 11,981 16,784 13,016 14,661 15,034

従業員数 (名) 2,307 2,304 2,292 2,225 2,231

（注）1　売上高には消費税等は含まれておりません。

2　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。

　 また、第72期は親会社株主に帰属する当期純損失が計上されているため株価収益率についても記載しておりま

せん。

3　連結会社における平均臨時雇用者数は、従業員数の総数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

4　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 64,001 89,079 97,094 92,318 90,520

経常利益 (百万円) 226 827 1,519 1,155 1,338

当期純利益 (百万円) 7,069 623 715 362 723

資本金 (百万円) 9,812 9,812 9,812 9,812 9,812

発行済株式総数 (千株) 25,677 25,677 25,677 25,677 25,677

純資産額 (百万円) 25,752 16,459 17,391 17,994 18,239

総資産額 (百万円) 58,433 55,342 60,919 60,736 60,114

１株当たり純資産額 (円) 1,022.21 1,380.06 1,440.55 1,474.03 1,476.70

１株当たり配当額 (円) 8.0 8.0 12.0 10.0 15.0

（内１株当たり中間配当

額）
(円) (4.0) (4.0) (4.0) (4.0) (5.0)

１株当たり当期純利益金額 (円) 281.02 48.02 59.58 29.79 58.90

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 44.1 29.7 28.5 29.6 30.3

自己資本利益率 (％) 27.5 3.0 4.2 2.0 4.0

株価収益率 (倍) 2.7 8.6 7.7 16.1 7.8

配当性向 (％) 2.8 16.7 20.1 33.6 25.5

従業員数 (名) 1,370 1,367 1,377 1,389 1,409

（注）1　売上高には消費税等は含まれておりません。

2　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。

3　提出会社における平均臨時雇用者数は、従業員数の総数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
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２【沿革】

昭和７年５月 電話交換装置の販売、設置工事、保守等の事業を行うため都築商店を創立。

昭和16年３月 都築商店を改組・改称して都築電話工業株式会社を設立。

昭和20年９月 戦災で荒廃した東京の通信設備の復興のため、本社を名古屋から東京に移転。

昭和22年11月 本社を東京都品川区小山台に移転。

同　年12月 大阪出張所（現大阪支店）設置。

昭和29年５月 名古屋出張所（現名古屋支店）設置。

昭和36年６月 商号を「都築電話工業株式会社」から「都築電気工業株式会社」に変更。

同　年同月 本社を東京都港区麻布新広尾町に移転。

昭和37年７月 本社を東京都港区新橋に移転。

昭和38年１月 当社株式を社団法人日本証券業協会に店頭登録。

昭和39年４月 本社を東京都港区浜松町に移転。

昭和42年12月 富士電機製造株式会社（現・富士電機株式会社）と共同出資により東新電機株式会社（旧・都築電

産株式会社（現・都築電気株式会社））を設立。

昭和44年10月 コンピュータの保守業務を専業とする株式会社都築シーイーセンター（現・都築テクノサービス株

式会社（現・連結子会社））を設立。

昭和45年４月 株式会社都築ソフトウェア（現・連結子会社）を設立。

昭和47年４月 本社を東京都港区海岸に移転。

同　年９月 東新電機株式会社の増資を引き受け、同社を都築電産株式会社（現・都築電気株式会社）に社名を

変更。

同　年10月 電子部品販売業務を専業会社の都築電産株式会社（現・都築電気株式会社）に移管。当社はPBXを中

心とした通信機器の販売、工事、保守を行う通信部門とコンピュータの販売、システムエンジニア

リングを行う電子部門の二部門となる。

昭和58年９月 原株方式による第三者割当増資をロンドンで行う。

昭和61年１月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和62年２月 本社を東京都品川区大崎に移転。

平成２年９月 都築電産株式会社株式を社団法人日本証券業協会に店頭登録。

平成３年10月 商号を「都築電気工業株式会社」から「都築電気株式会社」に変更。

平成７年７月 本社を東京都品川区小山に移転。

平成11年12月 都築電産株式会社株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

平成16年８月 本社を東京都港区新橋に移転。

平成22年12月

平成24年２月

株式交換により都築電産株式会社（現・都築電気株式会社）を完全子会社化。

都築電産株式会社を吸収合併。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社13社及び関連会社１社で構成されております。その主な事業内容は、情報ネット

ワークソリューションに係わるサービスの提供であり、各種ソリューションの提案とそれらに係わるシステムの構築

とソフトウエアの開発ならびにそれらに対するメンテナンスサービスとサポートサービスを一貫して提供しておりま

す。また、電子デバイス等の販売ならびに技術ソリューションを行っているほか、環境関連設備の請負保守、車載関

連設備の販売及びメンテナンス等を行っております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

　なお、次の２部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

 

(1) 情報ネットワークソリューションサービス事業

◇各種ソリューション

○ネットワークソリューション

グローバルコミュニケーション、IPテレフォニー、モバイルソリューション、企業ネットワークソリューショ

ン

○業種、業務ソリューション

製造、流通、食品、不動産、市場（いちば）、医療、福祉、公共、文教、金融分野に係る各種業務ソリュー

ション

◇サポート＆サービス

○ネットワーク監視サービス、ネットワーク診断、ネットワーク運用サービス、LCMサービス、サポートデス

ク、ヘルプデスク、セキュリティサービス、IT基盤統制サービス（運用設計、代行、LCM）

＜主な関係会社＞　都築テクノサービス㈱、㈱都築ソフトウェア、ツヅキインフォテクノ東日本㈱、ツヅキイン

フォテクノ西日本㈱、㈱ネクストヴィジョン

 

(2) 電子デバイス事業

◇電子デバイス、情報機器の販売ならびに受託設計開発

○半導体、電子部品、液晶パネル、FAN、電源、ARMツール、組込ソフト開発、カスタムLSI開発

○HDD、SSD、CPUボード、組込サーバ機器、サプライ用品、オフィス関連用品

＜主な関係会社＞　都築電産貿易（上海）有限公司、都築電産香港有限公司、

　TSUZUKI DENSAN SINGAPORE PTE.LTD.

 

(3) その他の事業

環境関連機器、計測機器、制御機器、車載情報機器、無線通信機器の販売等

＜主な関係会社＞　都築アメニティ㈱、㈱ツヅキデンソー、㈱三築ツヅキシステム
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　事業の系統図は次のとおりです。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

主要な事
業の内容
（注）１

議決権
の所有
割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

都築テクノサービス㈱ 東京都港区 209

情報ネットワー

クソリューショ

ンサービス

100.0

当社が導入したコンピュータシ

ステム等の保守を委託しており

ます。

役員の兼任２名

㈱都築ソフトウェア 東京都品川区 102

情報ネットワー

クソリューショ

ンサービス

100.0

当社はソフトウエアの開発を委

託しております。また、事務所

等の賃貸借契約を締結しており

ます。

役員の兼任１名

保証債務200百万円

ツヅキインフォテクノ

東日本㈱
東京都中央区 90

情報ネットワー

クソリューショ

ンサービス

100.0
当社は通信設備等の据付及び保

守を委託しております。

ツヅキインフォテクノ

西日本㈱
大阪市中央区 90

情報ネットワー

クソリューショ

ンサービス

100.0
当社は通信設備等の据付及び保

守を委託しております。

㈱ネクストヴィジョン 東京都港区 50

情報ネットワー

クソリューショ

ンサービス

100.0

当社はソフトウエアの開発を委

託しております。

役員の兼任２名

貸付金387百万円

都築電産貿易（上海）

有限公司
中国　上海

千US$

560
電子デバイス 100.0

当社は半導体等の販売及び仕入

を行っております。

都築電産香港有限公司 中国　香港
千HK$

2,000
電子デバイス 100.0

当社は半導体等の販売及び仕入

を行っております。

保証債務1,212百万円

TSUZUKI DENSAN

SINGAPORE PTE.LTD.
シンガポール

千S$

300
電子デバイス 100.0

当社は半導体等の販売及び仕入

を行っております。

都築アメニティ㈱

（注）2
東京都品川区 120 その他 97.5

事務所等の賃貸借契約を締結し

ております。

貸付金280百万円

保証債務77百万円

㈱ツヅキデンソー 大阪市淀川区 50 その他 100.0

当社より車載端末等の仕入を

行っております。

役員の兼任１名

貸付金45百万円

㈱三築ツヅキシステム 東京都港区 20 その他 100.0

当社はサプライ用品の販売及び

制御機器の仕入を行っておりま

す。

役員の兼任１名

貸付金182百万円

保証債務192百万円

（注）1　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

2　債務超過会社であり、債務超過額は、平成28年３月末時点で130百万円となっております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

情報ネットワークソリューションサービス 1,701

電子デバイス 142

報告セグメント計 1,843

その他 88

全社（共通） 300

合計 2,231

（注）1　従業員数は就業人員数であります。

2　連結会社における平均臨時雇用者数は、従業員数の総数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

3　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員数であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1,409 43.5 20.1 8,517

 

セグメントの名称 従業員数（名）

情報ネットワークソリューションサービス 1,086

電子デバイス 137

報告セグメント計 1,223

その他 －

全社（共通） 186

合計 1,409

（注）1　従業員数は就業人員数であります。

2　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

3　提出会社における平均臨時雇用者数は、従業員数の総数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

4　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員数であります。

 

(3) 労働組合の状況

　連結会社及び提出会社においてそれぞれ健全な労使関係を維持しており、過去及び現在において紛争はなく円満

であります。

名称 結成年月日 組合員数 上部団体

都築電気労働組合 昭和22年10月21日 870名 ―

都築テクノサービス労働

協力会
昭和48年９月１日 292名 ―
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度における我が国経済は、政府の経済政策等により、企業収益や雇用環境の改善傾向が見られ、緩や

かな回復基調で推移したものの、中国をはじめとする新興国の景気減速、原油安の影響、米国景気回復の懸念および

日銀によるマイナス金利の導入により、円高、株安が進行するなど、先行き不透明な状況が続いております。

　情報ネットワークサービス産業においては、これまでのクライアントサーバシステムである“第二のプラット

フォーム”が衰退しつつあり、“第三のプラットフォーム”※1がICT産業の枠を超え、全産業において企業の成長と

市場拡大を支えるビジネス基盤へと進化を続けています。このような変化により、革新技術の核となる、IoT※2やイ

ンダストリー4.0※3などに対する投資や業種、業界を横断する協業が活発化し、新たな成長機会を迎えています。

　日本に限らずグローバルな社会が抱える様々な課題に対して、当社グループが関連する情報ネットワークサービス

産業に求められる役割や期待はかつて無いほど高くなっています。

　このような環境のもと、当社グループ各社はそれぞれの強みを生かしたソリューションサービスを積極的に推進し

た結果、設備投資への需要の高まりもあいまって業績は堅調に推移いたしました。一部のシステム開発商談について

仕損じが発生したものの、サービスビジネスへの取り組みに注力したことが奏功し、売上、営業利益ならびに経常利

益のいずれも前年実績を上回ることができました。

　この結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高1,056億19百万円（前期比0.3％増）、営業利益

17億73百万円（同23.3％増）、経常利益18億51百万円（同13.3％増）を計上することができました。また、親会社株

主に帰属する当期純利益につきましては、法人税法改正による繰延税金資産の取り崩しを約２億30百万円計上しまし

たが、７億17百万円（同53.7％増）を計上することができました。

　当連結会計年度におけるセグメント別の状況は次のとおりです。

※1第三のプラットフォーム

クラウドサービス、モビリティ、ビッグデータ、ソーシャル等の技術

※2IoT

Internet of Things（モノのインターネット）

※3インダストリー4.0

第4次産業革命、情報技術を駆使した製造業の革新

 

 情報ネットワークソリューションサービス

　サーバ、パソコン等のプラットフォームでは、市場のコモディティ化により前連結会計年度比で売上、利益とも下

回りましたが、システムインテグレーションならびにネットワークインテグレーションの両ビジネスがともに伸長い

たしました。また、サービスビジネスについてはコンタクトセンターのシステム構築、サービス業向けLCMサービ

ス、クラウドサービスを利用したワークスタイル変革ソリューションによりビジネス領域の拡大を図ったことで、売

上、利益とも伸長いたしました。

　業種別では公共、電力、鉄道、金融、製造等のお客さま向けにインフラの構築商談や各種ソリューションの提供と

運用サービスを中心に推進いたしました。流通、製造、食品等のお客さま向けにはアプリケーション開発を中心とし

たソリューションビジネスおよびサービスビジネスを積極的に推進いたしました。

　また、製品別では自社開発の中堅市場向けテンプレート型商品※「KitFit（キットフィット）シリーズ」において

市場（いちば）とシネマ向けの業務ソリューションが好調に推移いたしました。

　この結果、情報ネットワークソリューションサービスは売上高782億74百万円（前期比0.5％増）、営業利益15億94

百万円（同37.7％増）となり、前年実績を上回ることができました。

※テンプレート型商品

業務ソフトウエアをパターン化したもの

 電子デバイス

　半導体ビジネスは、中国の景気減速による設備投資需要の減少によりFA機器向けカスタムLSI、マイコン、メモリ

の販売が減少いたしました。一方、車載情報機器向けLCDは、海外において採用車種が増加したことによる需要拡大

により好調に推移いたしました。

　電子機器ビジネスは、産業機器向けHDDの主要顧客の需要減少に加え、インフラ機器向け組込サーバの国内案件が

減少したことにより売上が減少いたしました。利益面では、国内の売上減少や電子機器ビジネスにおける前連結会計

年度の高収益案件の反動により前年実績を下回りました。

　この結果、電子デバイスは売上高255億82百万円（前期比0.9%増）、営業利益１億82百万円（同36.8％減）となり

ました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが19億３百万円の収入、投資

活動によるキャッシュ・フローが５億86百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが８億96百万円の支出と

なりました。

　この結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比較し３億73百万円増加し、150億34百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは19億３百万円の収入（前年同期は18億33百万円の収入、前年同期比3.8％

増）となりました。この主な増加要因は、税金等調整前当期純利益が14億48百万円（前年同期は17億84百万円、同

18.8％減）、減価償却費12億76百万円（前年同期は10億56百万円、同20.8％増）等であり、主な減少要因は、売上債

権の増加額２億31百万円（前年同期は14億67百万円の減少）、仕入債務の減少額９億59百万円（前年同期は11億８百

万円の減少、同13.5％減）等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは５億86百万円の支出（前年同期は４億68百万円の収入）となりました。この

主な増加要因は、有形固定資産の売却による収入８億58百万円（前年同期は14億18百万円の収入、前年同期比39.4％

減）等であり、主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出12億９百万円（前年同期は11億51百万円の支出、同

5.0％増）等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは８億96百万円の支出（前年同期は７億87百万円の支出、前年同期比13.9％

増）となりました。この主な増加要因は、借入金の増加（純額）65百万円（前年同期は56百万円の増加（純額）、同

16.6％増）等であり、主な減少要因は、リース債務の返済による支出８億86百万円（前年同期は７億61百万円の支

出、同16.4％増）等であります。
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２【仕入、受注及び販売の状況】

　(1) 仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント 仕入高（百万円） 前年同期比（％）

情報ネットワークソリューションサービス 26,658 96.3

電子デバイス 19,183 98.6

報告セグメント計 45,842 97.3

その他 1,196 77.6

合計 47,038 96.6

（注）1　セグメント間取引については、相殺消去しております。

2　金額は、仕入価格によっております。

3　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

　当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

情報ネットワークソリューション

サービス
79,943 100.3 15,999 111.6

電子デバイス 24,579 91.9 2,841 73.9

報告セグメント計 104,522 98.2 18,840 103.7

その他 1,719 89.5 362 89.3

合計 106,242 98.0 19,203 103.4

（注）1　セグメント間取引については、相殺消去しております。

2　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント 販売高（百万円） 前年同期比（％）

情報ネットワークソリューションサービス 78,274 100.5

電子デバイス 25,582 100.9

報告セグメント計 103,856 100.6

その他 1,762 83.2

合計 105,619 100.3

（注）1　セグメント間取引については、相殺消去しております。

2　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

3　主要な販売先につきましては、全ての相手先について、販売実績が合計の100分の10未満のため記載を省略して

おります。
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３【対処すべき課題】

（1） 会社の経営の基本方針

　当社は「開拓無涯」「忍は修養の基也」「和以為貴」を社訓として創業以来８０年を超えて事業を継続しており、

現在は、「お客さまにとって最も信頼されるプライムパートナー」を目指して、情報通信システムおよび電子デバイ

スを通じてお客さまの業務や事業を支え、もって社会に貢献すべく経営に努めております。社会は、情報通信技術の

進歩とデジタル化の進展により大きく変貌し、当社を取り巻く情報通信産業のみならず、お客さまを取り巻く様々な

業界においても大きな変化や革新が余儀なくされていると認識しております。このような状況の中、当社は従業員な

らびに取引先とともに上記の方針に専念していくことが、当社の中長期的な価値向上につながり、ひいては株主の皆

様の期待にお応えするものと考えております。

 

（2） 中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題について

　近年、ICTの進化、社会課題の解決、国際競争力の強化にむけて、産業構造が大きく変わろうとしています。デジ

タル社会の到来とともにお客さまの経営環境も大きく変化しており、すべての業界で情報活用が、ビジネス活動その

ものに直結してきています。産業全体のプロセスも再編されはじめており、当社グループを取り巻く環境にもその余

波は確実に広がってきています。さらに、ICTのコモディティ化、第三のプラットフォームに代表されるIoT、インダ

ストリー4.0など「情報産業化の発展」、「政府の規制緩和」によりICT業界に他の業種からの新たな参入が活発化

し、勢力図も大きく変化しつつあります。

　このような経営環境下において、当社グループは長年培ったお客さまとの関係性を基にIoTに代表される成長新分

野にチャレンジし、社会課題の解決に資する事業領域に対して中長期的に以下の課題に取り組んでまいります。

 

①コアビジネスの収益性向上

　中核となるシステムインテグレーション、ネットワークインテグレーション、サービスビジネスにおける収益性

向上ならびに電子デバイス事業の構造転換を着実に実行するため、組織機能の強化や管理体制の見直しと、人材育

成への集中的な投資を行ってまいります。

②成長新分野新領域への挑戦

　競争優位性の確立に向けて、IoTやクラウドビジネス対応にリソースを投入してまいります。そのためグループ

の保有する技術力を中核に、お客さまとともに戦略的なパートナーとの協働や大学や研究機関との連携により新た

な価値創造を行ってまいります。

③健康経営の実践

　当社グループは、社員一人ひとりが固定概念にとらわれない発想や挑戦を応援する風土、働くことを楽しめる環

境をつくってまいります。それによりイノベーションが生み出される土壌を育み、ひいてはお客さまにとって、真

に価値あるサービスを提供し続けることになると考えます。

 

　当社グループは、これらの課題に鋭意取り組むほか、資本業務提携等も視野に入れ、さらに企業価値と株主共同の

利益の向上のための施策を実施してまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。なお、本文における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成28年３月31日）現在において当社グループが

判断したものであります。

①　事業環境について

　ICT（情報通信技術）関連業界における競争は大変厳しいものとなっており、当社グループも競争の激化に直面

しております。当社グループの業績に重要な影響を及ぼすリスクとしては以下のものが考えられます。

ⅰ）産業構造とICT業界の変化について

　IT技術が進化し、ICTがコモディティ化、社会インフラ化したことにより、あらゆる産業のリーディングカン

パニーが顧客接点等をベースに、ビジネスのICT化を図り、IT業界、ネットワーク業界を飲みこんでいく流れが

生まれており、今後長期にわたりこの流れが継続する可能性があります。このような流れの中で、顧客企業内で

の情報システム部門の在り方も大きく変化し始めています。これらの流れ、変化に柔軟かつ適切に対応できなけ

れば、当社グループの将来の業績に影響を与える可能性があります。

ⅱ）技術革新への対応について

　当社グループが事業を展開する市場は、急速な技術変化と技術革新による新製品・新サービスの頻繁な投入を

特徴としております。これにより、従来から扱っていた製品・サービスが陳腐化し、市場性を失う可能性があり

ます。また、最新の技術情報・製品情報、進化するビジネスモデルに適切に対応できなかった場合、当社グルー

プの将来の業績に影響を与える可能性があります。

ⅲ）新製品の開発について

　グループ内外を含めたバリューチェーンの見直しによる製品・サービスの開発の早期化ならびに製品・サービ

スのライフサイクルの適正化が図られない場合には、当社グループの将来の業績に影響を与える可能性がありま

す。また、開発案件によっては工程が長期化し、多額の費用が計上される可能性があり、また、売掛金の回収前

に多額の資金投入が要求されることがあります。さらには、開発中に技術や規格が変化することにより、当社グ

ループの製品が市場投入前から陳腐化し商品性を失う可能性があります。また、製品の完成時点で想定外の欠陥

を含んでいる可能性があり、新製品の市場投入及び出荷の後にこれらが発見される場合があります。

ⅳ）システム開発における仕損じについて

　ソリューションビジネスおける請負型システム開発では、商談段階でのリスクの明確化と対応策の検討ならび

に開発工程管理や成果物等の品質管理の徹底に努めております。また、プロジェクトの状況把握を目的に定期的

な会議を開催することで、問題の早期発見・対策に取り組んでおりますが、仕様確定に関する不備、プロジェク

ト全体の体制問題、技術的な検証不足等の様々な想定外のトラブルが発生し、当該プロジェクトが予定された範

囲、予算、納期、品質で実施できなかった場合に、損失等のリスク発生の可能性があります。

ⅴ）競合について

　当社グループは、事業を展開する多くの市場において激しい競争にさらされており、特に競合企業が当社グ

ループよりも収益性が高く、また、価格面でも競争力を有している場合は、当社グループが激しい価格競争に巻

き込まれ、利益の確保が困難になる可能性があります。

ⅵ）半導体事業について

　日本のデジタルＡＶ市場や携帯電話市場がスマートフォン等のモバイル端末の出現により急変したように、Ｉ

Ｃ（集積回路）及びＬＳＩ（大規模集積回路）等の半導体が使用される製品自体の市場の大きな変動が今後も予

想され、それに伴い、半導体市場も大きく変貌する可能性があります。その場合、半導体業界は、欧米の巨大資

本によるグローバルな業界再編とあいまって急変することが予想され、その結果、当社グループの将来の業績に

影響を与える可能性があります。

②　経済環境について

　日本経済における動向の変化や環境の変化は、当社グループのお客さまにも様々な影響を及ぼしております。当

社グループの業績に重要な影響を及ぼすリスクとしては、以下のものが考えられます。

ⅰ）経済動向による影響について

　日本経済は、欧州諸国の財政危機問題、資源価格の動向、為替相場の動向や米国、中国等の海外経済動向等、

依然として予断を許さない状況にあります。日本経済が低迷するような場合、当社の取引先の業況変化、倒産な

どが当社グループの業績に大きな打撃を与える可能性があります。

ⅱ）株価の下落について

　当社グループは、市場性のある株式を保有しております。全般的かつ大幅な株価下落が続く場合には、保有投

資有価証券に減損または評価損が発生し、当社グループの業績に影響を与えるとともに、自己資本比率の低下を

招く可能性があります。
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ⅲ）顧客に対する信用リスク

　当社グループのお客さまの多くは、代金後払いで当社グループから製品・サービスを購入しております。当社

グループに対し多額の債務を有するお客さまが財務上の問題に直面した場合、当社グループの事業、業績及び財

務状況はその影響を受ける可能性があります。

③　情報セキュリティ管理に関する取り組みについて

　当社グループは、事業活動全般を通じて取得する情報について、その管理・保護を徹底すべく情報セキュリティ

統括責任者を運営責任者とする管理組織を設立するとともに、経営層と直結した情報セキュリティ内部監査チーム

による監査体制を設け、リスク管理に努めております。以上のように情報の管理には万全を期しておりますが、万

一情報流失等が発生した場合には、社会的信用の失墜や費用負担の発生等、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。

④　固定資産価額の下落

　当社グループは、土地を中心とした固定資産を保有しており、これらの固定資産の使用状況、収益性によっては

固定資産に減損が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤　年金給付費用

　当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されておりま

す。これらの前提条件には割引率、将来の報酬水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算出される死亡率及び年

金資産の長期収益率等が含まれます。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、そ

の影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用及び計

上される債務に影響を及ぼします。また、割引率の低下及び年金資産運用での損失は、当社グループの年金費用に

対して影響を及ぼします。

⑥　特定の取引先への依存

ⅰ）当社グループは、富士通㈱と経営上の重要な契約として「富士通パートナー契約」、㈱ソシオネクストと「販

売特約店契約」を締結しております。これにより同社の製品（機器、プログラム・プロダクト、保守、サービ

ス、コンサルティング、電子デバイス等）を仕入れておりますが、富士通㈱及び同社グループが、事業上の重大

な問題等、なんらかの理由により新製品開発のスピードに遅れを生じさせた場合や著しい業績不振に陥った場

合、当社グループは市場における競争力を失う可能性があります。

ⅱ）知的財産権の利用について

　当社グループの製品の中には、第三者からライセンスを受けてソフトウエアその他の知的財産を使用している

ものがあります。しかし、将来にわたってこれらのライセンスを合理的な条件で取得できる保証はなく、当社グ

ループが第三者から必要なライセンスを受けられなくなる可能性や、不利な条件でのライセンスしか認められな

くなる可能性があります。

⑦　法的規制等について

　当社グループは、環境責任、品質責任、個人情報保護など法令等を遵守しておりますが、将来、これらに関する

法的規制や社会的要請が変更、追加された場合には、これらに係る費用が当社グループの事業、業績及び財務状況

に影響を与える可能性があります。

⑧　会計基準及び税制等の変更について

　新たな会計基準の適用や新たな税制の導入・変更によって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。また、税制等の改正や税務申告における税務当局との見解の相違により、当社グループに予

想以上の税負担が生じる可能性があります。

⑨　人材の確保について

　当社グループは、お客さまに対して最適な製品、サービス及びソリューションを提案していくために、優秀な人

材を獲得し維持する必要があります。そのため、当社グループの人事部門は、適正な採用計画を立案し、当社の求

める優秀な人材を通年採用していき、さらに育成を重ねながら雇用し続けることに注力しております。しかしなが

ら、当社グループから優秀な人材が多数離職したり、新規に採用することができなかった場合、当社グループの事

業目的の達成が困難になる可能性があります。

⑩　訴訟について

　当社グループは、都築グループ行動規範を遵守したビジネス活動を行うべく、リスク・コンプライアンス委員会

において継続的なコンプライアンスの実践活動を推進しておりますが、万が一当社グループに対して訴訟や法的手

続が行われた場合には、業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。また、万一都築グループ行動規範に

反する犯罪や事故が発生した場合には、当社の社会的信用の毀損が業績に影響を与える可能性があります。
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⑪　災害等について

　地震等の自然災害や伝染病等が発生した場合、事務所等の物的損害や人的被害等の直接的な被害のほか、社会イ

ンフラの毀損等様々な被害が発生する可能性があります。これらの事象の発生は、設備の修復や人員の代替等に巨

額の費用を要するとともに、仕入、受注及び販売活動等に大きな支障をきたすため、業績及び財務状況に影響を与

える可能性があります。

⑫　為替相場の変動について

　当社グループの事業は、海外顧客への販売が含まれております。海外現地法人の財務諸表は原則として現地通貨

で作成後、連結財務諸表作成のため円換算されております。したがって、決算時の為替レートにより、現地通貨に

おける価値が変わらなかったとしても、円換算後の価値が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、国内で発生する外貨建取引につきましては、為替予約等により、為替変動による業績への影響が軽微となる

よう努めておりますが、急激な為替変動があった場合等には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

　このようなリスクのもと、当社グループは、お客さまに高品質な商品と最適なソリューションをお届けするトータ

ルソリューションプロバイダとして、技術力の強化と商品の高付加価値化ならびに新規ビジネスへの取り組みを推進

するとともに、リスク管理の一環として、コンプライアンス体制の強化、セキュリティ管理、プロジェクト管理等を

徹底し、企業価値の向上に努力してまいります。
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５【経営上の重要な契約等】

（提出会社）

　平成28年３月31日現在、以下の経営上の重要な契約を締結しております。

相手方の名称 契約名 契約内容 契約期間

富士通㈱ 富士通パートナー契約

富士通製品（機器、プログラム・プロ

ダクト、保守、サービス、コンサル

ティング等）の取扱いに関する契約

平成11年10月１日から平成

12年３月31日まで以降１年

毎の自動更新

㈱ソシオネクス

ト
販売特約店契約

電子デバイス製品の販売活動及びこれ

に付帯する活動に関する契約

平成27年３月２日から平成

28年３月１日まで以降１年

毎の自動更新

 

（連結子会社）

　平成28年３月31日現在、以下の経営上の重要な契約を締結しております。

契約会社名 相手方の名称 契約名 契約内容 契約期間

都築テクノサービ

ス㈱

㈱富士通エフサ

ス

サービスパート

ナー契約

クライアント・サーバシステ

ムを含む保守サービス、パー

ソナル顧客対応、工事施工等

に関する契約

平成10年６月１日から

平成11年５月31日まで

以降１年毎の自動更新

都築アメニティ㈱ 東芝キヤリア㈱
東芝キヤリア特約

店基本契約

東芝製及び東芝キヤリア製空

調機器の販売、施工、保守等

に関する契約。

平成11年４月１日から

平成12年３月31日まで

以降１年毎の自動更新

㈱ツヅキデンソー
富士通テン販売

㈱
特約店契約

オーディオ、パーソナル無線

機の販売活動及びこれに付帯

する活動に関する契約

昭和62年４月１日から

昭和63年３月31日まで

以降１年毎の自動更新

㈱三築ツヅキシス

テム
富士電機㈱

商品全般の取引基

本契約

富士電機製品（汎用電気製品

及び計測機器他）の販売活動

及びこれに付帯する活動に関

する契約

平成19年７月１日から

平成20年３月31日まで

以降１年毎の自動更新
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６【研究開発活動】

　当社グループでは、IT産業の急激な変化の中で常に最新の技術習得に努め、お客さまにベストソリューションを提

案していくための技術基盤の構築及び今後の事業の中心となる製品の研究開発活動に取り組んでおります。

　現在の研究開発は、提出会社及び連結子会社の１社が行っております。当連結会計年度の主な研究開発内容は、ソ

リューションビジネスモデルの拡充及び技術者育成であります。

　その結果、当連結会計年度の研究開発費の総額は85百万円となりました。

　当連結会計年度における各セグメント別の研究の目的、主要課題、研究開発及び研究開発費は次のとおりでありま

す。

 

(1) 情報ネットワークソリューションサービス

◇　ソリューションビジネスに関する研究

　システム開発全体の品質向上及び高度化するお客さまのご要望にお応えするため、技術者の育成・継承に注力

しました。主な取り組みとしましては、上流工程品質管理ツールの導入とその活用に向けた教育を行うとともに

商談への適用を実施しました。また、開発基盤の整備を行い、各種ガイドラインの作成に取り組みました。

　介護システム構築におきましては、各種機能の強化に加えて、地域の包括的な支援、サービス提供体制の構築

をテーマに他社医療システムとの連携強化に務めました。

　旅行業基幹システム構築では、前期より引続き次世代型旅行業基幹システム「Travel WINS Next」の機能拡充

を行いました。従来製品の機能に加え、クラウドサービスでの提供をはじめ、モバイル端末への対応及び海外拠

点での利用を考慮した多言語対応、IFRS（国際会計基準）への準拠などの機能拡張及び強化に取り組みました。

　今後もこれらの活動に積極的に取り組み、市場競争力をもった高品質・低コストなシステムを開発してまいり

ます。当セグメントにおける研究開発活動に携わった人員は41名であり、研究開発費の金額は83百万円でありま

す。

 

(2) 電子デバイス

◇　Bluetooth Low Energy( Bluetooth Smart )に関する研究

　IT産業の急激な変化の中、組み込み機器とインターネットを繋げるIoTや組み込み機器同士がネットワークで

繋がるM2Mのニーズが広がっており、お客さまからの要求も増えております。

　このような状況のもと、お客さまにIoTやM2Mのソリューションを提供していくための基礎技術の構築が必要と

なっております。お客さま製品とスマートフォンやタブレットのGatewayとして広く企画されているBLE

(Bluetooth Low Energy)通信の技術習得ならびにソフト開発効率の向上を目的とし、研究開発に取り組みまし

た。

　当セグメントにおける研究開発活動に携わった人数は４名であり、研究開発費の金額は１百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用

し、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

　当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、ならび

に報告期間における収入・費用に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。経営陣は見積り及

び判断に対して、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき継続して評価を行っておりま

す。しかし、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果とは異なる場合があります。

　また、当社グループでは、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される判断と

見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。

①　貸倒引当金

　当社グループは、お客さまの支払不能時及び貸付金等の回収懸念時に発生する損失の見積額について、貸倒引

当金を計上しております。お客さま及び貸付先の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が

必要となる可能性があります。

②　たな卸資産

　当社グループは、仕掛品については個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を、商品及び製品・原材料及び貯蔵品については先入先出法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており、仕損品について見積

り額にて受注損失引当金を計上しております。

③　投資の減損

　当社グループは、長期的な取引関係の維持のために、特定の取引先及び金融機関の株式を所有しております。

これらの株式には市場性のある株式と時価の無い株式及び関係会社株式が含まれます。当社グループは投資価値

の下落が一時的ではないと判断した場合、投資の減損を計上しております。市場性のある株式の場合、期末にお

ける時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合に

は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。時価の無い株式について

はそれらの会社の「１株当たりの簿価純資産額」が50％以上下落した場合、合理的な判断のもと減損しておりま

す。

④　繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当額

を計上しております。評価性引当額の必要性を評価するに当たっては、将来の課税所得及び、慎重かつ実現可能

性の高い継続的な税務計画を検討しますが、繰延税金資産の全部または一部を将来実現できないと判断した場

合、その判断を行った会計年度に繰延税金資産の調整額を費用として計上いたします。

⑤　退職給付制度

　確定給付型退職給付制度の退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されて

おります。これらの前提条件には割引率、将来の報酬水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算出される死亡

率及び年金資産の長期収益率などが含まれます。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更さ

れた場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識さ

れる費用及び計上される債務に影響を及ぼします。
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(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①　概要

　第２［事業の状況］　１［業績等の概要］　(1) 業績をご参照願います。

②　財政状態

当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末に比較して８億64百万円減少し、687億85百万円と

なりました。この主な増減要因は、たな卸資産の減少10億63百万円、受取手形及び売掛金の増加１億88百万円等

であります。

　負債につきましては、前連結会計年度末に比較して７億12百万円減少し、476億96百万円となりました。この

主な増減要因は、支払手形及び買掛金の減少10億３百万円や退職給付に係る負債の増加４億16百万円等でありま

す。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比較して１億51百万円減少の210億88百万円となりました。この

主な増減要因は、親会社株主に帰属する当期純利益７億17百万円を計上したほか、退職給付に係る調整累計額の

減少２億96百万円、その他有価証券評価差額金の減少４億35百万円等であります。

　この結果、自己資本比率は30.7％となりました。

 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　第２［事業の状況］　４［事業等のリスク］　① 事業環境についてをご参照願います。

 

(4) 戦略的現状と見通し

　近年、ICTの進化、社会課題の解決、国際競争力の強化にむけて、産業構造が大きく変わろうとしています。デジ

タル社会の到来とともにお客さまの経営環境も大きく変化しており、すべての業界で情報活用が、ビジネス活動その

ものに直結してきています。産業全体のプロセスも再編されはじめており、当社グループを取り巻く環境にもその余

波は確実に広がってきています。さらに、ICTのコモディティ化、第三のプラットフォームに代表されるIoT、インダ

ストリー4.0など「情報産業化の発展」、「政府の規制緩和」によりICT業界に他の業種からの新たな参入が活発化

し、勢力図も大きく変化しつつあります。

　このような経営環境下において、当社グループは中長期的にコアビジネスの収益性向上、成長新分野新領域への挑

戦及び健康経営の実践に取り組んでまいります。

　なお、詳細につきましては第２［事業の状況］　３［対処すべき課題］をご参照願います。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

　キャッシュ・フロー関連指標の推移

 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

 自己資本比率（％） 28.2 27.1 30.5 30.7

 時価ベースの自己資本比率（％） 7.7 7.9 8.4 8.2

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年）
2.0 － 9.3 9.0

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 36.3 － 13.0 13.5

（注）自己資本比率:自己資本／総資産

　　時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産

　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率:有利子負債／キャッシュ・フロー

　　インタレスト・カバレッジ・レシオ:キャッシュ・フロー／利払い

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※ キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。

※ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。
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　営業活動によるキャッシュ・フローは19億３百万円の収入（前年同期は18億33百万円の収入、前年同期比

3.8％増）となりました。この主な増加要因は、税金等調整前当期純利益が14億48百万円（前年同期は17億84百

万円、同18.8％減）、減価償却費12億76百万円（前年同期は10億56百万円、同20.8％増）等であり、主な減少要

因は、売上債権の増加額２億31百万円（前年同期は14億67百万円の減少）、仕入債務の減少額９億59百万円（前

年同期は11億８百万円の減少、同13.5％減）等であります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは５億86百万円の支出（前年同期は４億68百万円の収入）となりました。

この主な増加要因は、有形固定資産の売却による収入８億58百万円（前年同期は14億18百万円の収入、前年同期

比39.4％減）等であり、主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出12億９百万円（前年同期は11億51百万

円の支出、同5.0％増）等であります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは８億96百万円の支出（前年同期は７億87百万円の支出、前年同期比

13.9％増）となりました。この主な増加要因は、借入金の増加（純額）65百万円（前年同期は56百万円の増加

（純額）、同16.6％増）等であり、主な減少要因は、リース債務の返済による支出８億86百万円（前年同期は７

億61百万円の支出、同16.4％増）等であります。

②　財務政策

　当社グループの運転資金は、自己資金及び借入により調達しております。このうち借入による資金調達につき

ましては全て金融機関からの借入によっており、当連結会計年度末の残高は、短期借入金が74億15百万円、長期

借入金が77億５百万円(うち１年以内に返済予定の長期借入金は66億29百万円)となっております。

 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

　第２［事業の状況］　３［対処すべき課題］をご参照願います。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資の総額は３億30百万円(無形固定資産を含む)であり、所要資金は自己資金及び借入金に

よっております。

　セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。

 

（情報ネットワークソリューションサービス）

　グループ内のインフラ整備を目的に、パソコンやサーバ等のリース資産（有形）を１億64百万円、無形固定資産

（リース含む）を１億13百万円取得しております。そのほか、工具器具及び備品の取得11百万円、建物及び構築物の

取得17百万円等を行いました。この結果、当セグメントにおける設備投資額は３億12百万円となりました。

 

（電子デバイス）

　社内のインフラ整備を目的にパソコンやサーバ等のリース資産を12百万円を取得しております。そのほか、建物及

び構築物の取得３百万円、工具器具及び備品の取得２百万円を行いました。この結果、当セグメントにおける設備投

資額は18百万円となりました。

 

２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成28年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

リース資産 その他 合計

本社

（東京都港区）

情報ネット

ワークソ

リューショ

ンサービス

本社ビル電

話設備・LAN

設備他

421 － － 867 34 1,323 839

第二本社

（東京都港区）

電子デバイ

ス

第二本社ビ

ル（土地・

建物）他

239 －
1,239

（476.5）
16 4 1,500 99

 

(2) 国内子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

リース資産 その他 合計

都築テクノ

サービス㈱

本社

（東京都

港区）

情報ネッ

トワーク

ソリュー

ション

サービス

建物間仕

切・LAN機

器他

25 － － 5 13 44 96

（注）1　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

2　帳簿価額「その他」は工具器具及び備品であります。

3　従業員数は就業人員数であります。
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　前記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

(1) 提出会社

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容 リース期間
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

本社

（東京都港区）

情報ネットワーク

ソリューション

サービス

SV9500 ５年 6 31

本社

（東京都港区）

情報ネットワーク

ソリューション

サービス

FMVパソコン ４年 10 31

本社

（東京都港区）

情報ネットワーク

ソリューション

サービス

FMVパソコン ４年 23 29

本社

（東京都港区）

情報ネットワーク

ソリューション

サービス

FMV　パソコン

PRIMERGY RX200
４年 4 13

本社

（東京都港区）

情報ネットワーク

ソリューション

サービス

PRIMERGY RX200

Catalyst 2960
５年 5 10

第二本社

（東京都港区）
電子デバイス

事務処理用電算機

システム等
４年 12 20

 

(2) 国内子会社

　　　　特記事項はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　特記事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 98,920,000

計 98,920,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年６月29日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 25,677,894 25,677,894
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 25,677,894 25,677,894 ― ―

（注）当社は、平成28年４月28日開催の取締役会において、単元株式数の変更及び定款の一部変更を決議いたしました。

これに伴い、平成28年７月１日を効力発生日として、当社の単元株式数を1,000株から100株に変更しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年12月１日

（注）
290 25,677 ― 9,812 131 2,584

　（注）都築電産株式会社との株式交換に伴う新株発行によるものであります。

　　　　発行価額　453円　資本準備金組入額　131百万円
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（６）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 12 14 42 3 － 1,227 1,298 －

所有株式数

（単元）
－ 3,092 383 4,025 26 － 17,832 25,358 319,894

所有株式数の

割合（％）
－ 12.2 1.5 15.9 0.1 － 70.3 100.0 －

（注）1　自己株式13,327,100株のうち、ESOP信託所有自己株式は「金融機関」の欄に557単元、当社所有自己株式は「個

人その他」に12,770単元及び「単元未満株式の状況」に100株含めて記載しております。

なお、当社所有自己株式12,770,100株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は

12,769,100株であります。

2　証券保管振替機構名義の株式1,000株は「その他の法人」に１単元含めて記載しております。

 

（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

富士通株式会社 川崎市中原区上小田中４丁目１番１号 2,402 9.36

都築電気従業員持株会
港区新橋６丁目19番15号　東京美術倶楽

部ビル
1,311 5.11

扶桑電通株式会社 中央区築地５丁目４番18号 766 2.98

株式会社三菱東京UFJ銀行 千代田区丸の内２丁目７番１号 591 2.31

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

千代田区大手町１丁目５番５号

（中央区晴海１丁目８番12号　晴海アイ

ランドトリトンスクエアオフィスタワーZ

棟）

591 2.30

株式会社三井住友銀行 千代田区丸の内１丁目１番２号 591 2.30

平松　裕将 倉敷市 240 0.93

HTホールディングス株式会社 金沢市小橋町３番47号 200 0.78

丸三証券株式会社 千代田区麹町３丁目３番６号 192 0.75

三井住友信託銀行株式会社

（常任代理人　日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）

千代田区丸の内１丁目４番１号

（中央区晴海１丁目８番11号）
189 0.74

計 ― 7,075 27.55

（注）　上記のほか、自己株式が13,326千株あります。なお、このほかに株主名簿上は当社名義となっているが、実質的

に所有していない株式が１千株あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　12,769,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　12,589,000 12,589 ―

単元未満株式 普通株式　　 319,894 ― ―

発行済株式総数 25,677,894 ― ―

総株主の議決権 ― 12,589 ―

（注）1　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、1,000株(議決権１個)含まれ

ております。

2　ESOP信託所有の株式557,000株（議決権の数557個）につきましては、完全議決権株式（その他）に含めて表示

しております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

都築電気株式会社

東京都港区新橋

六丁目19番15号
12,769,000 － 12,769,000 49.7

計 ― 12,769,000 － 12,769,000 49.7

（注）1　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「①　発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めておりま

す。

2　ESOP信託口所有の株式557,000株につきましては、上記の自己株式等から除外して表示しておりますが、会計処

理上は当社と信託口は一体であるとして、ESOP信託口が所有する当社株式557,000株を自己株式として認識して

おります。

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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（10）【従業員株式所有制度の内容】

①従業員株式所有制度の概要

（信託型従業員インセンティブ・プランについて）

　当社は、平成26年10月31日開催の取締役会において、当社グループ従業員に対する福利厚生制度の充実及び当

社の業績や株価への意識を高めることにより、中長期的な企業価値向上を図ることを目的としたインセンティ

ブ・プランとして従業員持株ESOP信託の再導入を決議しております。

　当該制度は、当社持株会に加入する従業員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当

該信託は５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる当社株式を予め定める取得期間中に取得し、その後

毎月一定日に当社持株会へ売却を行うものであります。従業員持株会信託口が取得する当社株式については、本

項における自己株式の数には含めておりません。

　なお、会計処理については、経済的実態を重視し、当社と信託口は一体であるとする会計処理を行っておりま

す。従って、信託口が所有する当社株式や信託口の資産及び負債ならびに費用及び収益についても、連結財務諸

表等に含めて計上しております。

②従業員等持株会に取得させる予定の株式の総額

339百万円

③当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　信託終了時に持株会に加入している者

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 7,773 3,792,345

当期間における取得自己株式 1,723 795,788

（注）当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自

己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － －

その他 152,000 70,528,000 7,000 3,248,000

保有自己株式数 13,326,100 － 13,320,823 －

（注）1　当期間における保有自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡しによる株式は含まれておりません。

2　保有自己株式数には、当社保有の自己株式の他に、ESOP信託が所有する自己株式が当事業年度において557,000

株、当期間において550,000株含まれております。なお、当期間におけるESOP信託所有の自己株式数は、平成28

年６月１日から有価証券報告書提出日までのESOP信託から当社持株会への売却株式数を控除しておりません。

3　当期間における「その他」の減少7,000株は、ESOP信託から従業員持株会への自己株式の売却によるものであり

ます。

 

３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、業績に見合った株主各位への利益還元と長期的な視野に立った内部留保の充実

を図りつつ、中間配当と期末配当の年２回の安定的な配当を継続していくことを基本方針としております。これらの

剰余金の配当の決定機関は、期末配当・中間配当ともに取締役会であります。当社は、「取締役会の決議によって、

会社法第459条第１項各号に掲げる事項を定めることができる。」旨を定款に定めております。当事業年度の配当に

つきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり15円（うち中間配当５円）を実施することを決定いたしまし

た。　内部留保資金につきましては、技術力の強化や研究開発投資に活用するとともに、成長性、収益性の高い事業

分野への投資及び人材育成のための教育投資として活用してまいります。自己株式の取得につきましても、有効な株

主様への利益還元の一つと考えており、株価の動向や財務状況等を考慮しながら適切に対応してまいります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額 (百万円) １株当たり配当額 (円)

平成27年10月30日

取締役会決議
64 5

平成28年４月28日

取締役会決議
129 10

（注）平成27年10月30日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株ESOP信託口が保有する当社株式に

対する配当金３百万円が含まれております。また、平成28年４月28日取締役会の決議による配当金の総額

には、従業員持株ESOP信託口が保有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 830 767 521 525 538

最低（円） 687 372 402 430 415

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における市場相場によったものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高（円） 490 506 508 486 492 472

最低（円） 451 487 468 437 446 435

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における市場相場によったものであります。
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５【役員の状況】

男性13名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

執行役員社

長

 日浦　秀樹 昭和27年１月25日生

昭和49年４月 当社入社

(注)3 25

平成９年４月 製造営業統括部第二営業部長兼

第一営業課長

平成14年４月 北海道支店長

平成18年４月 製造営業統括部長兼第一営業部

長兼第二営業部長

平成20年４月 大阪支店長

平成21年４月 西地区担当

平成21年６月 取締役就任

平成24年２月 取締役執行役員就任

平成24年４月 情報営業本部長代理兼地域ビジ

ネス本部長代理兼製造営業統括

部長兼西地区担当

平成24年５月 代表取締役執行役員社長（現

任）

取締役

執行役員専

務

管理本部長・ソ

リューションビ

ジネス革新本部

副本部長

吉井　一典 昭和32年９月25日生

昭和56年４月 当社入社

(注)3 39

平成12年11月 経理部長

平成17年６月 取締役就任

平成20年４月 管理本部長補佐

平成21年１月 管理本部長

平成21年４月 財務経理本部長

平成22年４月 常務取締役就任

平成23年４月 総務人事本部長・環境推進室担

当

平成24年２月 取締役執行役員常務就任

平成24年10月 管理本部長（現任）・財務経理

統括部長

平成26年４月 管理本部担当

平成27年４月 取締役執行役員専務就任（現

任）

平成28年４月 ソリューションビジネス革新本

部副本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

執行役員専

務

ソリューション

ビジネス革新本

部長

江森　勲 昭和34年１月27日生

昭和56年４月 当社入社

(注)3 27

平成12年４月 福祉ビジネスプロジェクト担当

部長

平成13年４月 公共営業統括部自治体推進支援

室長

平成16年４月 北海道支店長

平成20年４月 東日本営業統括部長

平成21年４月 情報営業本部情報営業担当・東

地区担当ならびに社会システム

営業統括部長

平成21年６月 取締役就任

平成22年４月 常務取締役就任

情報営業本部長・地域ビジネス

本部長代理・東地区・情報セ

キュリティ推進室担当

平成24年２月 取締役執行役員常務就任

平成24年６月 情報営業本部長兼東日本本部長

兼情報セキュリティ推進室担当

平成24年10月 情報営業本部長・東日本本部長

平成25月４月 ビジネスソリューション本部

長・東日本本部長

平成26年４月 ビジネスソリューション本部・

東日本本部・中日本本部担当

平成27年４月 取締役執行役員専務就任（現

任）

平成28年４月 ソリューションビジネス革新本

部長（現任）

取締役

執行役員常

務

ソリューション

事業推進本部

長・ソリュー

ションビジネス

革新本部副本部

長

戸澤　正人 昭和32年６月１日生

昭和56年４月 富士通株式会社入社

(注)3 9

平成11年４月 同社西日本営業本部営業支援部

長

平成13年11月 同社マーケティング本部ソフト

サービス企画統括部長

平成19年６月 株式会社富士通ビジネスシステ

ム（現株式会社富士通マーケ

ティング）取締役

平成20年６月 富士通株式会社社長室長代理

平成22年６月 同社ソリューションビジネス企

画室長

平成23年８月 当社顧問就任

平成24年２月 執行役員常務就任

平成24年６月 取締役執行役員常務就任（現

任）

ニュービジネス本部長

平成25年４月 マーケティング本部長

平成26年４月 マーケティング本部・機器デバ

イス本部担当

平成28年４月 ソリューション事業推進本部

長・ソリューションビジネス革

新本部副本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  北岡　俊治 昭和32年８月３日生

昭和55年４月 富士通株式会社入社

(注)3 －

平成12年４月 同社東日本営業本部東京ソ

リューション統括営業部エレク

トロニクス産業営業部長

平成19年４月 同社東海営業本部静岡支社長

平成23年６月 同社マーケティング本部長代理

平成24年４月 同社執行役員就任

平成27年４月 同社執行役員常務就任（現任）

平成27年６月 当社取締役就任（現任）

取締役

相談役
 安藤　始 昭和29年１月２日生

昭和52年４月 当社入社

(注)3 26

平成９年４月 第二流通営業統括部第一営業部

長

平成14年６月 取締役就任

平成17年４月 常務取締役就任

流通営業統括部・東京営業統括

部・西地区担当ならびに流通営

業統括部長兼東京営業統括部長

平成18年４月 流通営業統括部・東京営業統括

部・製造営業統括部・ニューソ

リューション営業部・西地区担

当ならびに流通営業統括部長兼

東京営業統括部長

平成19年６月 情報セキュリティ推進室・流通

営業統括部・東京営業部・製造

営業統括部・ニューソリュー

ション営業部・西地区担当

平成20年４月 情報営業本部長・情報セキュリ

ティ推進室担当

平成21年１月 情報営業本部長・情報セキュリ

ティ推進室担当・販売推進部・

環境推進室担当

平成21年４月 情報営業本部長・情報セキュリ

ティ推進室担当

平成22年４月 代表取締役社長就任

平成24年２月 代表取締役執行役員社長就任

平成24年５月 取締役相談役就任（現任）

平成26年４月 西日本本部担当

平成27年６月 都築テクノサービス㈱代表取締

役社長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

執行役員

テクノロジーソ

リューション本

部長・ソリュー

ションビジネス

革新本部副本部

長

志村　一弘 昭和30年10月３日生

昭和53年４月 当社入社

(注)3 15

平成13年４月 豊田営業所長（部長待遇）

平成16年４月 名古屋支店ネットワークソ

リューション部長

平成17年４月 名古屋支店長兼ネットワークソ

リューション部長

平成20年４月 ネットワーク本部ネットワーク

担当ならびに第一ネットワーク

ソリューション営業統括部長兼

第一営業部長兼IP企画部長

平成21年４月 取締役就任

平成23年４月 ネットワーク本部長代理

第一ネットワークソリューショ

ン営業統括部長

平成24年２月 取締役執行役員就任（現任）

平成24年４月 運用アウトソーシング部長

平成24年10月 ネットワーク本部長

平成25年４月 テクノロジーソリューション本

部長（現任）

平成26年４月 テクノロジーソリューション本

部担当

平成28年４月 ソリューションビジネス革新本

部副本部長（現任）

取締役

執行役員常

務

ビジネスソ

リューション本

部長・ソリュー

ションビジネス

革新本部副本部

長・シンギュラ

リティグループ

長

仲井　正人 昭和32年２月26日生

昭和54年４月 当社入社

(注)3 10

平成12年４月 大阪支店第二営業部長

平成14年４月 大阪支店営業推進部長兼第二営

業部長

平成15年４月 京都支店長

平成20年４月 九州支店長

平成23年４月 西地区担当役員補佐兼九州支店

長

平成24年４月 理事・西地区担当役員補佐・大

阪支店長

平成24年６月 執行役員・西日本本部長・大阪

支店長

平成27年４月 執行役員常務就任

平成28年４月 ビジネスソリューション本部

長・ソリューションビジネス革

新本部副本部長・シンギュラリ

ティグループ長（現任）

平成28年６月 取締役執行役員常務就任（現

任）

取締役

執行役員
 尾山　和久 昭和35年２月24日生

昭和59年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行）入行

(注)3 3

平成12年10月 同行大井支店長

平成16年１月 同行世田谷支社長

平成20年４月 同行目黒支社長

平成22年１月 同行横浜支社長

平成22年７月 同行理事

平成23年５月 同行日本橋支社長

平成24年５月 同行法人業務部長（東日本エリ

ア担当）

平成25年６月 当社顧問・当社執行役員就任

平成27年４月 シニア・ヘルスケアビジネス推

進室長

平成28年６月 取締役執行役員就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  水島　俊久 昭和28年１月26日生

昭和50年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行）入行

(注)4 24

平成９年１月 同行国分寺支店長

平成14年２月 同行リテール営業部大阪担当部

長

平成14年４月 同行理事就任

平成15年６月 当社顧問就任

平成15年６月 取締役就任

平成21年４月 常務取締役就任

平成24年２月 取締役執行役員常務就任

平成24年６月 監査役就任（現任）

平成25年６月 都築テクノサービス株式会社監

査役就任（現任）

監査役  宍戸　金二郎 昭和18年９月23日生

昭和43年４月 弁護士登録(第二東京弁護士会)

(注)5 －

平成７年８月 銀座法律特許事務所開設

平成15年６月 ソマール株式会社監査役就任(現

任)

平成19年６月 当社監査役就任（現任)

監査役  村島　俊宏 昭和32年４月２日生

平成８年４月 弁護士登録(第一東京弁護士会)

青山中央法律事務所入所

(注)5 －

平成11年４月 同事務所パートナー

平成13年４月 村島・穂積法律事務所設立

 同事務所パートナー（現任）

平成18年６月 ニフティ株式会社社外取締役就

任

平成23年６月 当社監査役就任（現任)

平成28年６月 ニフティ株式会社社外取締役就

任（現任）

監査役  小笠原　直 昭和40年８月19日生

平成元年４月 株式会社第一勧業銀行（現株式

会社みずほ銀行）入行

(注)4 －

平成３年12月 太陽監査法人（現太陽有限責任

監査法人）入所

平成４年８月 公認会計士登録

平成19年４月 太陽ＡＳＧ監査法人（現太陽有

限責任監査法人）代表社員

平成20年10月 監査法人アヴァンティア法人代

表代表社員（現任）

平成22年４月 独立行政法人国立大学財務・経

営センター（現独立行政法人大

学改革支援・学位授与機構）監

事（現任）

平成28年６月 東プレ株式会社社外取締役就任

（現任）

当社監査役就任（現任）

計 182
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（注）1　取締役北岡俊治は、社外取締役であります。

2　監査役宍戸金二郎、村島俊宏及び小笠原直は、社外監査役であります。

3　平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

4　平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

5　平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

6　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

前田　征信 昭和19年2月28日生

昭和43年４月　伊藤忠商事株式会社入社

平成11年５月　株式会社ファミリーマート

取締役・経理財務部長

平成12年６月　同社常勤監査役

平成18年８月　株式会社ゼクス常勤監査役

平成22年６月　同社常勤監査役退任

－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社グループでは、効率的で透明性のある企業経営により、企業としての社会的責任の遂行と継続的な株主価値の

向上を目指しております。

① 企業統治の体制（平成28年６月29日現在）

ⅰ）企業統治の体制の概要

　当社は、監査役会設置会社であります。また、当社は取締役会のほかに執行役員会を設置しております。

ⅱ）企業統治の体制を採用する理由

　平成28年６月29日現在当社の取締役会は、取締役９名（うち１名は社外取締役）によって構成されており取締

役会は重要な意思決定機関であるとともに、経営を監視する機関と位置付けております。また、執行役員会を設

置し、経営のスピード化・戦略性の向上を図るとともに、組織的な情報の共有、コンプライアンスの強化を図っ

ております。

ⅲ）会社の機関・内部統制の関係（図表参照）　（平成28年６月29日現在）

ⅳ）内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況

ａ）取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1）取締役は、企業倫理の確立及び法令・定款・社内規程の遵守の確保を目的に定めた「都築グループ行動規

範」を遵守するとともに、グループ全体のコンプライアンス推進に取り組みます。また、その徹底を図る

ために、「リスク・コンプライアンス委員会」を運営し、コンプライアンス上の重要な問題を審議すると

ともに、体制の維持・向上を図ります。

さらに社内通報制度を設置し、グループ会社内での法令違反等の不正行為の早期発見と是正を図ります。

2）取締役は、重大な法令違反その他法令・定款・社内規程の違反に関する重要な事実を発見したとき、また

はかかる報告を受けたときは、直ちに監査役に報告するとともに、遅滞なく取締役会において報告しま

す。
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ｂ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」に基づき、適切に保存・管理し、取締

役、監査役、会計監査人等から閲覧の要請があった場合、速やかに閲覧が可能な体制を整備します。

ｃ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1）リスク管理体制の基礎として「リスク管理規程」を定め、「リスク・コンプライアンス委員会」において

運用・推進を行います。

2）不測の事態が発生した場合には、「リスク・コンプライアンス委員会」は当該リスクの適正な把握に努め

るとともに、個々のリスクについて管理責任者を定め、迅速な対応と損害の拡大を防止する体制を整えま

す。

3）取締役及び従業員は、トラブル、事故等が発生したときは、エスカレーション・ルートにより「リスク・

コンプライアンス委員会」の諮問機関である「リスク・コンプライアンス推進委員会」に報告します。

ｄ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定時

に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催します。また、経営に関する重要事項については代表取締

役社長の諮問機関である経営会議において議論を行い、取締役会で決定します。

2）取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」、「職務権限規程」において、それぞれ

の責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めます。

ｅ）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1）グループ各社（連結子会社、以下同じ）の業務の適正を確保するため、グループ各社にも「都築グループ

行動規範」を適用し、グループ各社はこれを基礎として諸規程を定めるものとします。

2）グループ各社の業況報告等については「関係会社管理規程」及び「関係会社運営細則」のもと、グループ

各社と当社が締結する「グループ経営に関する協定書」に従い、当社へ決裁及び報告を行います。さら

に、当社並びにグループ会社の責任者による関係会社連絡会議を開催し、業務の適正を管理します。

3）グループ各社の取締役の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、グループ各社

の取締役会規程に従い、取締役会を定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催します。グループ

各社の取締役会の決定に基づく業務執行については、グループ各社で定める諸規程において、それぞれの

責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めます。

4）グループ各社の取締役及び従業員にも社内通報制度を適用し、法令違反等の不正行為の早期発見と是正を

図ります。

5）内部通報者保護規程において通報者に対しいかなる不利な取扱いを行いません。

ｆ）財務報告の信頼性を確保するための体制

1）当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく、有効かつ適切な内部統制シ

ステムを構築します。

2）財務報告に係る内部統制の整備・運用状況について継続的に評価し、必要な是正措置を行い、実効性のあ

る体制の構築を図ります。

ｇ）監査役の職務を補助すべき従業員に関する体制と当該従業員の取締役からの独立性に関する事項

1）監査役は、補助者として事前に決められた監査室の要員に対し、監査業務の補助を行うよう依頼でき、当

該要員は監査役の指揮命令に従うものとします。

2）上記の補助者の人事異動、人事評価、懲戒処分については、監査役会の承認を得なければなりません。

ｈ）取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査

が実効的に行われることを確保するための体制

1）取締役及び従業員は、当社及びグループ各社の業務または業績に与える著しい損害を及ぼす恐れのある事

実を発見したとき、またはかかる報告を受けたときは、直ちに当該事実を監査役に報告しなければなりま

せん。なお、前記に関わらず、監査役は必要に応じて、取締役及び従業員に対し報告を求めることができ

ます。また、本項の報告をした者に対し、当該報告を理由として不利な取扱いを行いません。

2）監査役がその職務の執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、これに応じます。

3）監査役会は、代表取締役社長、監査室、会計監査人と定期的に意見交換会を開催します。

4）監査役は、グループ各社の監査役等との緊密な連携を保ち、効率的な監査の実施に努めます。
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②　内部監査及び監査役監査の状況

ⅰ）内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続

　当社では内部監査を行う組織として、取締役会直轄の監査室を設置しており、年間監査計画に基づき内部監査

を実施し、その結果を取締役及び監査役に報告しております。なお、平成28年６月29日現在監査室に所属してい

る人員は５名であります。

　また、監査役は４名で、うち３名は社外監査役であります。社外監査役２名は弁護士資格、１名は公認会計士

資格を有しております。

　監査役による監査の方針、監査計画、監査の方法及び監査業務の分担は、監査役会において協議の上策定して

おります。また、監査役は当社の取締役会に出席するほか、必要に応じて各重要な会議に出席し、積極的に監査

事項に関する意見を述べております。

ⅱ）内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携ならびにこれらの監査と内部統制部門との関係

　監査役会において、会計監査人である太陽有限責任監査法人から定期的に監査計画、監査結果等について詳細

な説明が行われ、積極的な質疑応答が行われるほか意見交換会を年２回開催しております。

　また、当社では取締役会直轄の監査室が、年間監査計画に基づいて内部監査を実施しております。監査室は、

監査役に監査報告書の写しを都度提出しており、その内容について説明を求められた場合、説明を行っておりま

す。また、監査室長は監査役の補助者として監査役の指示によりその補佐をすることとなっております。なお、

監査役と監査室は互いの監査計画書を提示し、意見交換に努め、連携して監査の実効性を確保するとともに意思

疎通を図っております。

 

③　会計監査の状況

　会社法監査及び金融商品取引法監査について、太陽有限責任監査法人と監査契約を締結しております。

　当社監査に従事する監査責任者等の氏名及び継続監査年数は以下のとおりであります。

氏名 継続監査年数

業務執行社員　泉　淳一 5年

業務執行社員　尾川　克明 1年

　監査業務に従事する補助者は、公認会計士10名、その他の監査補助者３名で構成されております。

 

④　社外取締役及び社外監査役

ⅰ）社外取締役・社外監査役の機能・役割及び選任状況について

　当社は社外取締役１名、社外監査役３名を招聘しております。

1.社外取締役　北岡俊治

一.他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等の関係

　富士通株式会社執行役員常務であります。富士通株式会社は、当社の大株主であります。なお、当

社は富士通株式会社との間に製品販売等の取引関係があります。

二.他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。

2.社外監査役　宍戸金二郎

一.他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等の関係

　該当事項はありません。

二.他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　ソマール株式会社社外監査役であります。当社はソマール株式会社との間には特別な関係はありま

せん。

3.社外監査役　村島俊宏

一.他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等の関係

　村島俊宏氏が代表を務める村島・穂積法律事務所と当社は、顧問契約を締結しております。

二.他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　ニフティ株式会社社外取締役であります。当社はニフティ株式会社との間には特別な関係はありま

せん。
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4.社外監査役　小笠原直

一.他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等の関係

　監査法人アヴァンティア法人代表社員であります。当社は監査法人アヴァンティアとの間には特別

な関係はありません。

二.他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　東プレ株式会社社外取締役であります。当社は東プレ株式会社との間には特別な関係はありませ

ん。

 

　社外取締役及び社外監査役は、その独立した立場から当社の業務執行状況の監督ならびに経営上の重要事項に

関する意思決定に参画し、客観的視点で質問、助言を行っております。

　また、社外取締役・社外監査役の選任に当たっては、専門的知識や豊富な経験・実績、見識等を有することに

加え、独立性を勘案し、当社の経営に関する客観性や中立性を高め、経営体制・監査体制の強化に資すると判断

したものにその就任の依頼を行っております。

　なお、社外取締役・社外監査役の各種サポートは取締役会の事務局としてコンプライアンスリスク管理部が対

応しております。重要な情報については、代表取締役社長または担当取締役、常勤監査役により直接社外取締

役・社外監査役に対し報告及び説明を実施しております。

 

⑤　役員報酬等

ⅰ）報酬等の総額及び役員の員数

　当事業年度における、当社の取締役及び監査役に対する役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額

及び役員の員数は以下のとおりであります。

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
201 201 － 7

監査役

（社外監査役を除く）
36 36 － 2

社外役員 8 8 － 2

ⅱ）役員ごとの報酬等の総額

　役員ごとの報酬等の総額が１億円を超えるものがいないため、その記載を省略しております。

ⅲ）使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。

ⅳ）役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方針

　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。なお、役員の報酬等の額

の決定については株主総会の決議により定める旨定款に定めております。
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⑥　株式の保有状況

ⅰ）投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　銘柄数　87銘柄

　　貸借対照表計上額の合計額　3,022百万円

ⅱ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資有価証券の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

　　前事業年度

　　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 952,850 708 企業間取引の強化

三菱電機㈱ 298,000 425 企業間取引の強化

富士通㈱ 280,985 230 企業間取引の強化

㈱ツムラ 52,229 155 企業間取引の強化

オムロン㈱ 24,000 130 企業間取引の強化

カシオ計算機㈱ 57,000 129 企業間取引の強化

大和ハウス工業㈱ 47,813 113 企業間取引の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 532,043 112 企業間取引の強化

丸三証券㈱ 87,749 107 企業間取引の強化

ピジョン㈱ 10,604 107 企業間取引の強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 23,140 106 企業間取引の強化

㈱ユーシン 115,000 90 株式の安定化

㈱百十四銀行 189,000 75 企業間取引の強化

㈱トーモク 260,000 73 企業間取引の強化

富士電機㈱ 120,848 68 企業間取引の強化

明治ホールディングス㈱ 4,608 67 企業間取引の強化

㈱オンワードホールディングス 77,539 64 企業間取引の強化

㈱丸久 56,746 61 企業間取引の強化

任天堂㈱ 3,000 53 企業間取引の強化

東日本旅客鉄道㈱ 4,400 42 企業間取引の強化

㈱河合楽器製作所 17,902 42 企業間取引の強化

ニチアス㈱ 49,202 34 企業間取引の強化

クラリオン㈱ 100,000 33 企業間取引の強化

㈱東日本銀行 84,000 31 企業間取引の強化

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 63,000 31 企業間取引の強化

㈱光通信 4,004 31 企業間取引の強化

新電元工業㈱ 50,000 30 企業間取引の強化

古野電気㈱ 24,200 28 企業間取引の強化

日東工業㈱ 11,812 26 企業間取引の強化

ヤマトインターナショナル㈱ 62,000 25 株式の安定化
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当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 952,850 496 企業間取引の強化

三菱電機㈱ 298,000 351 企業間取引の強化

大和ハウス工業㈱ 49,493 156 企業間取引の強化

㈱ツムラ 53,033 143 企業間取引の強化

カシオ計算機㈱ 57,000 129 企業間取引の強化

富士通㈱ 286,137 119 企業間取引の強化

ピジョン㈱ 31,812 93 企業間取引の強化

丸三証券㈱ 87,749 93 企業間取引の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 532,043 89 企業間取引の強化

明治ホールディングス㈱ 9,406 85 企業間取引の強化

㈱ユーシン 115,000 83 企業間取引の強化

オムロン㈱ 24,000 80 企業間取引の強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 23,140 78 企業間取引の強化

㈱トーモク 260,000 72 企業間取引の強化

㈱オンワードホールディングス 87,162 67 企業間取引の強化

㈱リテールパートナーズ 56,746 61 企業間取引の強化

㈱百十四銀行 189,000 59 企業間取引の強化

富士電機㈱ 125,174 48 企業間取引の強化

任天堂㈱ 3,000 48 企業間取引の強化

東日本旅客鉄道㈱ 4,400 42 企業間取引の強化

㈱スクロール 86,166 37 企業間取引の強化

㈱河合楽器製作所 18,724 37 企業間取引の強化

ニチアス㈱ 53,414 35 企業間取引の強化

㈱光通信 4,140 35 企業間取引の強化

クラリオン㈱ 100,000 35 企業間取引の強化

ヤマトインターナショナル㈱ 62,000 23 株式の安定化

㈱東日本銀行 84,000 23 企業間取引の強化

日東工業㈱ 12,349 22 企業間取引の強化

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 63,000 20 企業間取引の強化

㈱清水銀行 8,349 19 企業間取引の強化
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ⅲ）保有目的が純投資である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当事

業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　該当事項はありません。

 

⑦　当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間の実施状況

　コーポレート・ガバナンスの取り組みにつきましては、経営の公正性、公平性、透明性、遵法性を高める上で非

常に重要と考えております。当社は、監査役会設置会社であります。当社は、社外役員を招聘（取締役１名、監査

役３名）し、さらにリスク・コンプライアンス委員会を運営し、コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組

みを行ってまいりました。また、全従業員を対象としたeラーニングによる研修等を定期的に実施し、コンプライ

アンス体制の強化、コンプライアンス意識の向上を図っております。

 

⑧　取締役の定数

　当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑨　責任限定契約の内容の概要

　当社は、取締役会の決議によって、取締役（取締役であったものを含む。）の会社法第423条第１項の賠償責任

について法令に定める要件に該当する場合には賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限

度として免除することができると定めております。また、当社は社外取締役との間で、会社法第423条第１項の賠

償責任について法令に定める要件に該当する場合には賠償責任を限定する契約を締結することができると定めてお

ります。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額と定めております。これ

は、取締役及び社外取締役が期待される役割を十分に発揮することを目的とするものであります。

 

⑩　取締役の選任の決議要件

　取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行うこととしております。なお、取締役の選任決議は、累積投票によらないこととしてお

ります。

 

⑪　剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除

き、取締役会の決議により行うことができる旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権

限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑫　自己の株式の取得の決定機関

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役の決議によって市場取引等により自己の株式を取得するこ

とができる旨を定款に定めております。これは、自己株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動的な資

本政策を可能にすることを目的とするものであります。

 

⑬　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 62 － 62 0

連結子会社 － － － －

計 62 － 62 0

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して支払っている非監査業務の内容としましては、海外勤務者に係る給与証明業務

であります。

 

④【監査報酬の決定方針】

　種々の要因により監査執務の増減がある場合、監査法人はあらかじめ契約された報酬額の改訂を申し出ることが

でき、双方誠意をもって協議・決定するものとしております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、太陽

有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、適正な財務報告を行う体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し情報の収

集・把握に努めております。また、監査法人等が行う研修会に参加する等、財務報告活動に携わる人員の教育にも努

めております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※４ 15,037 ※４ 15,110

受取手形及び売掛金 28,834 29,023

たな卸資産 ※１,※２ 8,529 ※１,※２ 7,466

繰延税金資産 1,011 1,068

未収還付法人税等 7 －

その他 916 1,260

貸倒引当金 △6 △71

流動資産合計 54,330 53,857

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,544 1,544

減価償却累計額 △774 △803

建物及び構築物（純額） 769 740

機械装置及び運搬具 8 10

減価償却累計額 △7 △5

機械装置及び運搬具（純額） 0 4

土地 2,225 2,223

リース資産 1,376 1,671

減価償却累計額 △587 △779

リース資産（純額） 788 891

建設仮勘定 209 243

その他 795 760

減価償却累計額 △702 △682

その他（純額） 92 78

有形固定資産合計 4,086 4,183

無形固定資産   

のれん 75 －

リース資産 880 825

その他 1,048 1,122

無形固定資産合計 2,004 1,947

投資その他の資産   

投資有価証券 ※３,※４ 4,947 ※３,※４ 4,299

長期貸付金 108 104

繰延税金資産 2,475 2,736

長期預金 300 300

その他 1,817 1,728

貸倒引当金 △420 △371

投資その他の資産合計 9,228 8,797

固定資産合計 15,319 14,927

資産合計 69,649 68,785
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４ 18,084 ※４ 17,080

短期借入金 8,217 7,415

1年内返済予定の長期借入金 ※４ 87 ※４ 6,629

リース債務 747 729

未払法人税等 507 293

賞与引当金 2,164 2,293

受注損失引当金 397 295

その他 4,331 4,467

流動負債合計 34,537 39,203

固定負債   

長期借入金 ※４ 6,832 1,076

リース債務 1,224 1,252

繰延税金負債 1 1

退職給付に係る負債 5,535 5,952

長期未払金 235 178

その他 42 31

固定負債合計 13,871 8,492

負債合計 48,409 47,696

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,812 9,812

資本剰余金 3,764 3,760

利益剰余金 15,414 15,989

自己株式 △10,123 △10,056

株主資本合計 18,868 19,506

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,260 825

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 116 58

退職給付に係る調整累計額 995 698

その他の包括利益累計額合計 2,372 1,582

純資産合計 21,240 21,088

負債純資産合計 69,649 68,785
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 105,339 105,619

売上原価 ※３ 88,170 ※３ 88,135

売上総利益 17,168 17,483

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 15,729 ※１,※２ 15,709

営業利益 1,439 1,773

営業外収益   

受取利息 15 13

受取配当金 76 84

受取保険金 70 －

保険配当金 81 83

為替差益 24 17

その他 119 96

営業外収益合計 387 295

営業外費用   

支払利息 141 140

その他 52 77

営業外費用合計 193 218

経常利益 1,633 1,851

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 36 ※４ 0

投資有価証券売却益 96 －

事業譲渡益 16 －

退職給付制度終了益 123 －

特別利益合計 273 0

特別損失   

たな卸資産除却損 1 －

固定資産除却損 ※５ 1 ※５ 3

固定資産売却損 － 0

ゴルフ会員権評価損 3 1

特別退職金 ※６ 115 ※６ 78

品質関連対策費用 － 53

和解金 － 266

特別損失合計 122 403

税金等調整前当期純利益 1,784 1,448

法人税、住民税及び事業税 1,047 667

法人税等調整額 271 64

法人税等合計 1,318 731

当期純利益 466 717

親会社株主に帰属する当期純利益 466 717
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当期純利益 466 717

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 564 △435

繰延ヘッジ損益 △0 △0

為替換算調整勘定 90 △57

退職給付に係る調整額 1,317 △296

その他の包括利益合計 ※１,※２ 1,972 ※１,※２ △790

包括利益 2,438 △73

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 2,438 △73

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 9,812 4,099 15,117 △10,445 18,585

会計方針の変更による累積
的影響額

  △25  △25

会計方針の変更を反映した当
期首残高

9,812 4,099 15,092 △10,445 18,559

当期変動額      

剰余金の配当   △145  △145

親会社株主に帰属する当期
純利益

  466  466

自己株式の取得    △344 △344

自己株式の処分  △335  666 331

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △335 321 322 308

当期末残高 9,812 3,764 15,414 △10,123 18,868

 

       

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る調

整累計額
その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 696 0 25 △322 399 18,984

会計方針の変更による累積
的影響額

     △25

会計方針の変更を反映した当
期首残高

696 0 25 △322 399 18,959

当期変動額       

剰余金の配当      △145

親会社株主に帰属する当期
純利益

     466

自己株式の取得      △344

自己株式の処分      331

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

564 △0 90 1,317 1,972 1,972

当期変動額合計 564 △0 90 1,317 1,972 2,280

当期末残高 1,260 － 116 995 2,372 21,240
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当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 9,812 3,764 15,414 △10,123 18,868

会計方針の変更による累積
的影響額

    －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

9,812 3,764 15,414 △10,123 18,868

当期変動額      

剰余金の配当   △142  △142

親会社株主に帰属する当期
純利益

  717  717

自己株式の取得    △3 △3

自己株式の処分    70 70

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

 △3   △3

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △3 575 66 638

当期末残高 9,812 3,760 15,989 △10,056 19,506

 

       

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る調

整累計額
その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,260 － 116 995 2,372 21,240

会計方針の変更による累積
的影響額

     －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

1,260 － 116 995 2,372 21,240

当期変動額       

剰余金の配当      △142

親会社株主に帰属する当期
純利益

     717

自己株式の取得      △3

自己株式の処分      70

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

     △3

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△435 △0 △57 △296 △790 △790

当期変動額合計 △435 △0 △57 △296 △790 △151

当期末残高 825 △0 58 698 1,582 21,088
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,784 1,448

減価償却費 1,056 1,276

のれん償却額 93 75

貸倒引当金の増減額（△は減少） 267 16

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △254 △47

受注損失引当金の増減額（△は減少） 272 △101

その他の引当金の増減額（△は減少） △89 130

受取利息及び受取配当金 △92 △97

支払利息 141 140

為替差損益（△は益） △42 6

ゴルフ会員権評価損 3 1

固定資産除売却損益（△は益） △35 2

投資有価証券売却損益（△は益） △96 －

その他の営業外損益（△は益） △253 284

売上債権の増減額（△は増加） 1,467 △231

たな卸資産の増減額（△は増加） △794 1,011

その他の資産の増減額（△は増加） 388 38

仕入債務の増減額（△は減少） △1,108 △959

その他の負債の増減額（△は減少） 740 108

小計 3,450 3,102

利息及び配当金の受取額 92 98

利息の支払額 △137 △140

特別退職金の支払額 △152 △75

その他 231 △163

法人税等の支払額 △1,659 △930

法人税等の還付額 8 12

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,833 1,903
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △0 △0

定期預金の払戻による収入 301 300

有形固定資産の取得による支出 △1,151 △1,209

有形固定資産の売却による収入 1,418 858

無形固定資産の取得による支出 △315 △458

投資有価証券の取得による支出 △92 △42

投資有価証券の売却による収入 303 －

貸付けによる支出 △2 △1

貸付金の回収による収入 2 4

その他の収入 116 50

その他の支出 △112 △89

投資活動によるキャッシュ・フロー 468 △586

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 309 567

短期借入金の返済による支出 △43 △1,287

長期借入れによる収入 339 873

長期借入金の返済による支出 △548 △87

リース債務の返済による支出 △761 △886

自己株式の取得による支出 △344 △3

自己株式の処分による収入 408 73

配当金の支払額 △145 △142

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △787 △896

現金及び現金同等物に係る換算差額 130 △47

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,644 373

現金及び現金同等物の期首残高 13,016 14,661

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 14,661 ※１ 15,034
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　11社

　　主要な連結子会社の名称

　連結子会社については、「第１　企業の概況」の「４．関係会社の状況」に記載しております。

(2) 非連結子会社の名称等

　都築オフィスサービス㈱、アーチ㈱

　非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、全体としても重要性はありま

せん。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　－社

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社（主要な非連結子会社都築オフィスサービス㈱、関

連会社東都システムズ㈱）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等の連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外して

おります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、都築電産貿易（上海）有限公司の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成

に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの　移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

ａ　仕掛品

個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ｂ　商品及び製品、原材料及び貯蔵品

先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　提出会社及び連結子会社は定率法を採用しております。

　（ただし、提出会社及び連結子会社は、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は

定額法によっております。）

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　３～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　提出会社及び連結子会社は定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

　また、販売用ソフトウエアについては当該販売用ソフトウエアの販売可能期間（主に３～５年）で均

等償却を行っております。
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③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

　提出会社及び連結子会社は定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

ａ　一般債権

　貸倒実績率法によっております。

ｂ　貸倒懸念債権及び破産更生債権

　財務内容評価法によっております。

②　賞与引当金

　主として従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、その支給見込額に基づき当連結会計年度

に見合う分を計上しております。

③　受注損失引当金

　システムソリューションの請負等に係る受注案件のうち、当連結会計年度末時点で将来に損失が発生

する可能性が高いと見込まれ、かつ当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについては、受注損

失に備えるため、将来の損失見積額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）による

定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

③　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる開発契約

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②その他の開発契約

検収基準

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。また、特例

処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ　ヘッジ手段

為替予約

ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務

ｂ　ヘッジ手段

金利スワップ

ヘッジ対象

借入金

③　ヘッジ方針

　ヘッジ対象に係る将来の為替相場の変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で、為替予約取引

及び金利スワップ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、米貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、その判定を

もって有効性の判定に代えております。（決算日における有効性の評価を省略しております。）

　また、金利スワップ取引については、特例処理であるため有効性の評価を省略しております。

(8) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。ただし、金額が僅少な場合

は、発生した期において一時に償却しております。

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

(10)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処

理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法

に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更

を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを

行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4）、連結会計基準第44－５項(4）及び

事業分離等会計基準第57－４項(4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来

にわたって適用しております。

　これによる連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

　当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又

は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範

囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または売却に関

連して生じた費用に掛かるキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方

法に変更します。
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（未適用の会計基準等）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成27年12月28日）

(1）概要

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計

上の実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際して、企

業会計基準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回

収可能性の判断に関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針に

ついて、企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本

的に踏襲した上で、分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直しを行ったもの

で、繰延税金資産の回収可能性について、「税効果会計に関する会計基準」（企業会計審議会）を適用する際

の指針を定めたものであります。

(2）適用予定日

　平成28年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現

時点で評価中であります。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行って

おります。当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）を適用し、当社から信託へ自己株式を処分し

た時点で処分差額を認識し、信託から従業員持株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に

対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を負債に計上しております。

(1) 取引の概要

　当社は、当社持株会に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信

託は５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を第三者割当にて取得し、その後毎月一

定日に当社持株会へ売却を行うものであります。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、

受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る

債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証事項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従

業員への追加負担はありません。

(2) 信託が保有する自社の株式に関する事項

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度328百万円、709,000株、

当連結会計年度258百万円、557,000株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度末339百万円、当連結会計年度末271百万円
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（連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

商品及び製品 3,484百万円 2,577百万円

仕掛品 3,048 2,904

原材料及び貯蔵品 1,996 1,984

 

※２　システムソリューションの請負等に係る受注案件のうち、損失が見込まれる受注案件に係るたな卸資産

と受注損失引当金は相殺せずに両建てで表示しております。損失発生が見込まれる受注案件に係るたな卸

資産のうち、受注損失引当金に対応する額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

仕掛品 551百万円 432百万円

 

※３　非連結子会社及び関連会社項目

　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

投資有価証券（株式） 23百万円 23百万円

 

※４　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

現金及び預金 7百万円 7百万円

投資有価証券 98 73

上記に対応する債務   

仕入債務 88 87

一年内返済予定の長期借入金 20 200

長期借入金 200 －

 

　５　保証債務

　連結会社以外の金融機関からの借入金に対して次のとおり保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

従業員 357百万円 267百万円
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（連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
　　至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日

　　至 平成28年３月31日）

旅費交通費 556百万円 565百万円

役員報酬及び従業員給料手当 7,644 7,862

退職給付費用 1,104 847

賞与引当金繰入額 962 1,079

地代及び家賃 708 709

減価償却費 456 475

貸倒引当金繰入額 266 41

 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日

　　至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日

　　至 平成28年３月31日）

66百万円 85百万円

 

※３　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

 356百万円  272百万円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

建物及び構築物 32百万円 －百万円

機械装置及び運搬具 － 0

土地 4 －

その他（有形固定資産） － 0

計 36 0

 

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 1百万円

機械装置及び運搬具 0 －

その他（有形固定資産） 0 0

その他（無形固定資産） － 1

計 1 3

 

※６　特別退職金の主な内容は、早期退職優遇措置による退職者の特別加算金等であります。
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 868百万円 △648百万円

組替調整額 △96 －

計 772 △648

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 △0 △0

為替換算調整勘定：   

当期発生額 90 △57

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 1,214 △486

組換調整額 754 22

計 1,968 △464

税効果調整前合計 2,831 △1,171

税効果額 △859 381

その他の包括利益合計 1,972 △790

 

※２ その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

税効果調整前 772百万円 △648百万円

税効果額 △207 213

税効果調整後 564 △435

繰延ヘッジ損益：   

税効果調整前 △0 △0

税効果額 0 0

税効果調整後 △0 △0

為替換算調整勘定：   

税効果調整前 90 △57

税効果額 － －

税効果調整後 90 △57

退職給付に係る調整額：   

税効果調整前 1,968 △464

税効果額 △651 167

税効果調整後 1,317 △296

その他の包括利益合計   

税効果調整前 2,831 △1,171

税効果額 △859 381

税効果調整後 1,972 △790
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 25,677 － － 25,677

合計 25,677 － － 25,677

自己株式     

普通株式（注）1、2 13,605 742 877 13,470

合計 13,605 742 877 13,470

（注）1　普通株式の自己株式の株式数には、従業員持株ESOP信託口が保有する当社株式（当連結会計年度期首126千株、

当連結会計年度末709千株）が含まれております。

　　　2　普通株式の自己株式の株式数の増加742千株は、従業員持株ESOP信託口における株式買付による増加730千株、

単元未満株式の買取りによる増加12千株であります。また、普通株式の自己株式の株式数の減少877千株は、従

業員持株ESOP信託口への売却730千株、従業員持株ESOP信託口による当社持株会への当社保有自己株式の売却

147千株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年４月30日

取締役会
普通株式 （注）96 8 平成26年３月31日 平成26年６月９日

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 （注）48 4 平成26年９月30日 平成26年11月28日

（注）　配当金の総額には、従業員持株ESOP信託口に対する配当金を含めておりません。

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年４月28日

取締役会
普通株式 （注）77 利益剰余金 6 平成27年３月31日 平成27年６月８日

（注）　平成27年４月28日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株ESOP信託口が保有する当社株式に対する

配当金４百万円が含まれております。
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当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 25,677 － － 25,677

合計 25,677 － － 25,677

自己株式     

普通株式（注）1、2 13,470 7 152 13,326

合計 13,470 7 152 13,326

（注）1　普通株式の自己株式の株式数には、従業員持株ESOP信託口が保有する当社株式（当連結会計年度期首709千株、

当連結会計年度末557千株）が含まれております。

　　　2　普通株式の自己株式の株式数の増加7千株は、単元未満株式の買取りによる増加7千株であります。また、普通

株式の自己株式の株式数の減少152千株は、従業員持株ESOP信託口による当社持株会への当社保有自己株式の売

却152千株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年４月28日

取締役会
普通株式 （注）77 6 平成27年３月31日 平成27年６月８日

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 （注）64 5 平成27年９月30日 平成27年11月30日

（注）　平成27年４月28日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株ESOP信託口が保有する当社株式に対する

配当金４百万円が含まれております。また、平成27年10月30日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員

持株ESOP信託口が保有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれております。

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年４月28日

取締役会
普通株式 （注）129 利益剰余金 10 平成28年３月31日 平成28年６月９日

（注）　平成28年４月28日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株ESOP信託口が保有する当社株式に対する

配当金５百万円が含まれております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 15,037百万円 15,110百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △376 △76

現金及び現金同等物 14,661 15,034
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（リース取引関係）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１．リース資産の内容

・有形固定資産

　主として、ホストコンピュータ及びコンピュータ端末機（「工具、器具及び備品」）であります。

・無形固定資産

　ソフトウエアであります。

２．リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に関する取り組み方針

　当社グループは、主に情報通信業を行うための設備投資計画等に照らして、必要な資金を銀行借入により

調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運用資金は銀行借入金

により調達しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は

行っておりません。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。当該リスクに関して

は、当社グループ各社の与信管理基準に則り、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況

を把握する体制を整えております。また、その一部には機器等の売上に伴う外貨建のものがあり、為替変動

リスクにさらされておりますが、先物為替予約を利用してリスクヘッジしております。

　投資有価証券は、主に取引先との業務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクにさらされており

ますが、把握された時価は定期的に取締役会に報告されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は１年以内の支払期日となっており、その決済時において流動性リス

クにさらされておりますが、当社グループでは、各社が毎月資金繰計画を見直す等の方法によりそのリスク

を回避しております。また、その一部には機器等の仕入に伴う外貨建のものがあり、為替変動リスクにさら

されておりますが、先物為替予約を利用してリスクヘッジしております。

　借入金のうち、短期借入金は主として営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資及び投

融資に係る資金調達となっております。変動金利の借入金は、金利変動リスクにさらされておりますが、長

期借入を変動金利で実施し、その支払金利の変動リスクを回避して支払利息の固定化を図る場合には、ヘッ

ジの有効性の評価において金利スワップ取引の特例処理の要件を満たしていることを前提に個別契約ごとに

金利スワップ取引をヘッジ手段として利用することを原則としております。

　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、償還日は決算日後最長で８年後となっております。

　デリバティブ取引は、前述のとおり外貨建営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目

的とした先物為替予約と、長期借入金に係る金利変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ

を行っており、格付の高い金融機関との間でのみ行うこととしております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示す

ものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 15,037 15,037 －

(2) 受取手形及び売掛金 28,834 28,834 －

(3) 投資有価証券    

　 その他有価証券 4,851 4,851 －

(4) 長期預金 300 315 15

資産計 49,023 49,039 15

(1) 支払手形及び買掛金 18,084 18,084 －

(2) 短期借入金 8,217 8,217 －

(3) 長期借入金（*1） 6,920 6,920 0

(4) リース債務（*1） 1,971 1,971 －

負債計 35,194 35,194 0

デリバティブ取引（*2） － － －

（*1）１年内返済予定の長期借入金及びリース債務を含めております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、（　）で表示しております。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 15,110 15,110 －

(2) 受取手形及び売掛金 29,023 29,023 －

(3) 投資有価証券    

　 その他有価証券 4,203 4,203 －

(4) 長期預金 300 315 15

資産計 48,636 48,652 15

(1) 支払手形及び買掛金 17,080 17,080 －

(2) 短期借入金 7,415 7,415 －

(3) 長期借入金（*1） 7,705 7,705 0

(4) リース債務（*1） 1,982 1,982 －

負債計 34,183 34,183 0

デリバティブ取引（*2） （0） （0） －

（*1）１年内返済予定の長期借入金及びリース債務を含めております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、（　）で表示しております。
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（注）1　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　時価については、株式は取引所の価格によっております。また、債券は金融機関から提供された価

格をもとに算定しております。

(4) 長期預金

　長期預金の時価については、金融機関から提供された参考値をもとに時価を算定しております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

(4) リース債務

　リース債務の時価は、同一の残存期間で同条件のリース契約を締結する場合の金利を用いて、元利

金の合計額を割引く方法によって見積った結果、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから当該帳簿価額

によっております。

デリバティブ取引

　為替予約の時価については、金融機関から提示された価格等によっております。

 

2　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

　投資有価証券   

　　非上場株式 72 72

　関係会社株式

　　非上場株式

 

23

 

23

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから「(3)投資有

価証券」には含めておりません。
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3　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 15,037 － － －

受取手形及び売掛金 28,834 － － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち

満期があるもの
    

(1) 債券（社債） － － － 1,100

(2) その他 － － － －

長期預金 － － － 300

合計 43,871 － － 1,400

　当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 15,110 － － －

受取手形及び売掛金 29,023 － － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち

満期があるもの
    

(1) 債券（社債） － － 300 800

(2) その他 34 － 43 －

長期預金 － － － 300

合計 44,168 － 343 1,100

 

4　借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 8,217 － － － － －

長期借入金 87 6,629 67 67 67 －

リース債務 747 565 366 194 65 32

合計 9,052 7,194 434 261 133 32

 

　当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,415 － － － － －

長期借入金 6,629 67 940 67 － －

リース債務 729 530 351 193 99 78

合計 14,773 597 1,292 261 99 78
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成27年３月31日）

１．その他有価証券

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
   

①　株式 3,612 1,721 1,891

②　債券 － － －

③　その他 78 76 2

小計 3,691 1,797 1,893

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
   

①　株式 70 85 △15

②　債券 1,041 1,100 △58

③　その他 48 49 △1

小計 1,160 1,235 △75

合計 4,851 3,033 1,818

　（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額72百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上記の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 184 80 －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 115 15 －

(3）その他 － － －

合計 300 96 －
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当連結会計年度（平成28年３月31日）

１．その他有価証券

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
   

①　株式 2,876 1,632 1,244

②　債券 － － －

③　その他 34 33 1

小計 2,910 1,665 1,245

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
   

①　株式 189 217 △28

②　債券 1,058 1,100 △41

③　その他 43 49 △6

小計 1,292 1,367 △75

合計 4,203 3,032 1,170

　（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額72百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上記の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出

制度を採用しております。

　確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支

給します。

　なお、一部の確定給付企業年金制度には、退職給付信託が設定されております。

　退職一時金制度（非積立型制度ですが、退職給付信託を設定した結果、積立型制度となっているものがありま

す。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

　一部の連結子会社は、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、このうち、自社の拠出に対応する年

金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 22,950百万円 18,416百万円

会計方針の変更による累積的影響額 38 －

会計方針の変更を反映した期首残高 22,989 18,416

勤務費用 988 931

利息費用 209 189

数理計算上の差異の発生額 △386 △94

退職給付の支払額 △846 △829

確定拠出年金制度移行に伴う減少額 △4,537 －

退職給付債務の期末残高 18,416 18,613

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

年金資産の期首残高 14,946百万円 12,880百万円

期待運用収益 212 205

数理計算上の差異の発生額 971 △580

事業主からの拠出額 1,360 605

退職給付の支払額 △448 △449

確定拠出年金制度移行に伴う減少額 △4,161 －

年金資産の期末残高 12,880 12,661

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 17,453百万円 17,671百万円

年金資産 △12,880 △12,661

 4,572 5,009

非積立型制度の退職給付債務 963 942

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,535 5,952

   

退職給付に係る負債 5,535 5,952

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,535 5,952
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

勤務費用 988百万円 931百万円

利息費用 209 189

期待運用収益 △212 △205

数理計算上の差異の費用処理額 127 40

過去勤務費用の費用処理額 △17 △17

会計基準変更時差異の費用処理額 427 －

確定給付制度に係る退職給付費用 1,521 937

（注）上記退職給付費用以外に、特別退職金として、前連結会計年度においては115百万円、当連結会計年度に

おいては78百万円を特別損失に計上しております。

 

(5）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

過去勤務費用 322百万円 17百万円

数理計算上の差異 △1,795 446

会計基準変更時差異の費用処理額 △496 －

合　計 △1,968 464

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

未認識過去勤務費用 △134百万円 △116百万円

未認識数理計算上の差異 △1,333 △887

合　計 △1,468 △1,003

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

債券 50％ 50％

株式 28 28

一般勘定 11 6

その他 11 16

合　計 100 100

（注）年金資産合計には、企業年金制度及び退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度

26.3％、当連結会計年度26.0％含まれております。

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
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(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

割引率 1.2％ 1.1％

長期期待運用収益率 2.0％ 1.6％

予想昇給率 2.8％ 3.0％

 

３．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度292百万円、当連結会計年度293百万円であ

ります。

 

４．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度

1,095百万円、当連結会計年度1,093百万円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

年金資産の額 197,867百万円 217,536百万円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額
187,072 204,437

差引額 10,794 13,098

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

前連結会計年度10.1％　　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度10.1％　　（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

 

(3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高17,238百万円であります。本制度における

過去勤務債務の償却方法は償却期間20年の元利均等償却であります。当社グループは、当期の連結財務諸表上、

特別掛金287百万円を費用処理しております。

　なお、上記(2)の割合は、当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

 

(4）その他

　当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成27年10月１日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受けました。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳
 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金損金算入限度超過額 717百万円

未払事業税等否認額 70

未払費用否認額 97

その他 184

小計 1,069

評価性引当額 △57

繰延税金資産（流動）　　　　計 1,011

  

繰延税金資産（固定）  

退職給付費用否認額 2,840

貸倒引当金繰入限度超過額 228

投資有価証券評価損否認額 58

会員権評価損否認額 47

減損損失否認額 280

敷金否認額 86

税務上の繰越欠損金 41

その他 204

小計 3,787

評価性引当額 △771

繰延税金資産（固定）　　　　計 3,017

繰延税金負債（流動）  

　その他 △2

繰延税金負債（流動）　　　　計 △2

繰延税金負債（固定）  

　その他有価証券評価差額金 △557

　その他 △0

繰延税金負債（固定）　　　　計 △558

繰延税金資産の純額　　　　合計 3,467
 

 
繰延税金資産（流動）  

賞与引当金損金算入限度超過額 710百万円

未払事業税等否認額 53

未払費用否認額 104

受注損失引当金否認額 91

その他 140

小計 1,100

評価性引当額 △32

繰延税金資産（流動）　　　　計 1,068

繰延税金資産（固定）  

退職給付費用否認額 2,447

貸倒引当金繰入限度超過額 153

投資有価証券評価損否認額 55

会員権評価損否認額 44

減損損失否認額 266

敷金否認額 83

税務上の繰越欠損金 54

その他 498

小計 3,605

評価性引当額 △527

繰延税金資産（固定）　　　　計 3,077

繰延税金負債（流動）  

　その他 △2

繰延税金負債（流動）　　　　計 △2

繰延税金負債（固定）  

　その他有価証券評価差額金 △341

　その他 △0

繰延税金負債（固定）　　　　計 △342

繰延税金資産の純額　　　　合計 3,800
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前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 35.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.5

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.6

住民税均等割額 3.1

税率変更に伴う差異 24.2

評価性引当額の増減額 6.0

その他 1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 73.9

 

 

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法

律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布さ

れ、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度か

ら法人税率等の引下げ等が行われることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27

年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれ

る一時差異等については33.1％に、平成28年４月１日

に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時

差異等については、32.3％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税

金負債の金額を控除した金額）は321百万円減少し、

法人税等調整額は427百万円増加しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 33.1％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.3

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.3

住民税均等割額 3.7

税率変更に伴う差異 18.1

評価性引当額の増減額 △15.8

連結消去 6.2

のれん償却額 0.9

その他 △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.5

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法

律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で

成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年

度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりま

した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用する法定実効税率は従来の33.1％から平成

28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４

月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一

時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開始

する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に

ついては、30.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税

金負債の金額を控除した金額）は255百万円減少し、

法人税等調整額が261百万円、その他有価証券評価差

額金が５百万円、それぞれ増加しております。

 

（企業結合等関係）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度（平成27年３月31日）

（1）資産除去債務のうち、連結貸借対照表に計上しているもの

①当該資産除去債務の概要

　当社グループは、本社事務所の賃貸借契約に伴う原状回復義務を、資産除去債務と認識しております

が、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関連して支出した敷金及び保証金の回収が最

終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積もったうえ、そのうち当連結会計年度の負担に属する

金額を費用計上する方法によっております。

②当該資産除去債務の金額の算定の方法

　当該資産除去債務の算定に当たっては、使用見込期間を当該賃貸借契約の期間に応じて10年と見積も

り、割引率は主に0.459％を使用しております。

③当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

　当連結会計年度において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額として見積もった金額は

16百万円であります。

（2）資産除去債務のうち、連結貸借対照表に計上している以外のもの

　当社グループは上記以外にも事務所等を賃借しており、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原

状回復に係る債務を有しておりますが、当該資産に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のと

ころ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができず、当該債務に見

合う資産除去債務を計上しておりません。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

（1）資産除去債務のうち、連結貸借対照表に計上しているもの

①当該資産除去債務の概要

　当社グループは、本社事務所の賃貸借契約に伴う原状回復義務を、資産除去債務と認識しております

が、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関連して支出した敷金及び保証金の回収が最

終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積もったうえ、そのうち当連結会計年度の負担に属する

金額を費用計上する方法によっております。

②当該資産除去債務の金額の算定の方法

　当該資産除去債務の算定に当たっては、使用見込期間を当該賃貸借契約の期間に応じて10年と見積も

り、割引率は主に0.459％を使用しております。

③当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

　当連結会計年度において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額として見積もった金額は

５百万円であります。

（2）資産除去債務のうち、連結貸借対照表に計上している以外のもの

　当社グループは上記以外にも事務所等を賃借しており、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原

状回復に係る債務を有しておりますが、当該資産に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のと

ころ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができず、当該債務に見

合う資産除去債務を計上しておりません。

 

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、その注記を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、情報ネットワークシステムサービスに係る事業を営んでおります。当社及び当社の連結子会

社は、それぞれ独立した経営単位として事業を営んでいることから、お客さまに提供するサービス及び製品の内

容等の経済的特性の類似性により事業のセグメントを集約し、「情報ネットワークソリューションサービス」、

「電子デバイス」の２つの報告セグメントとしております。各セグメントに属する事業は以下のとおりです。

［情報ネットワークソリューションサービス］

　IT基盤に係わるビジネスでは、プライベートクラウド、企業ネットワーク、ユニファイドコミュニケーショ

ン、コンタクトセンター、スマートデバイスの導入、設計、構築からサービスマネジメントの販売や、各業種

（自治体、通信キャリア、電力、ガス、金融、製造、流通、サービス、ヘルスケア、福祉、介護等）のお客さま

へ最適なソリューションサービスをワンストップでご提供しております。特に低予算で導入できる業種、業務に

特化型システム『KitFitシリーズ』を中心としたソリューションビジネス等に注力し差別化製品の提供を行って

おります。

［電子デバイス］

　半導体、電子部品、液晶パネル、FAN、電源、ARMツールの販売ならびに組込ソフト開発、カスタムLSI開発を

行っております。また、HDD、SSD、CPUボード、組込サーバ機器、サプライ用品、オフィス関連用品を販売してお

ります。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部売上高及び振替高は第三者間取引価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）1

合計
調整額

（注）2、
3、4

連結
財務諸表
計上額
（注）5

 

情報ネット
ワークソ
リューショ
ンサービス

電子デバ
イス

計

売上高        

外部顧客への売上高 77,870 25,349 103,219 2,119 105,339 － 105,339

セグメント間の内部
売上高又は振替高

65 348 413 64 478 △478 －

計 77,935 25,697 103,633 2,183 105,817 △478 105,339

セグメント利益 1,158 288 1,446 △28 1,418 20 1,439

セグメント資産 36,628 21,667 58,295 1,372 59,667 9,982 69,649

セグメント負債 36,582 11,028 47,610 1,326 48,936 △527 48,409

その他の項目        

減価償却費 991 39 1,030 1 1,031 － 1,031

のれんの償却額 93 － 93 － 93 － 93

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

1,414 12 1,426 － 1,426 － 1,426

（注）1　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器の販売施工や環境装置、

計測制御機器の販売等を営んでおります。

2　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

3　セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去額及び提出会社における運用資金、長期投資資金及び管理

部門に係る資産等であります。

4　セグメント負債の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

5　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）1

合計
調整額

（注）2、
3、4

連結
財務諸表
計上額
（注）5

 

情報ネット
ワークソ
リューショ
ンサービス

電子デバ
イス

計

売上高        

外部顧客への売上高 78,274 25,582 103,856 1,762 105,619 － 105,619

セグメント間の内部
売上高又は振替高

74 362 437 33 470 △470 －

計 78,349 25,945 104,294 1,796 106,090 △470 105,619

セグメント利益 1,594 182 1,777 △14 1,762 10 1,773

セグメント資産 36,942 20,196 57,139 1,212 58,351 10,433 68,785

セグメント負債 38,268 8,733 47,002 1,222 48,224 △527 47,696

その他の項目        

減価償却費 1,225 35 1,261 0 1,262 － 1,262

のれんの償却額 75 － 75 － 75 － 75

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

1,400 18 1,419 0 1,419 － 1,419

（注）1　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器の販売施工や環境装置、

計測制御機器の販売等を営んでおります。

2　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

3　セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去額及び提出会社における運用資金、長期投資資金及び管理

部門に係る資産等であります。

4　セグメント負債の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

5　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　主要な顧客ごとの情報につきましては、全ての顧客について、販売実績が連結損益計算書の売上高の10％未満

であるため、その記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　主要な顧客ごとの情報につきましては、全ての顧客について、販売実績が連結損益計算書の売上高の10％未満

であるため、その記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

    （単位：百万円）

 

情報ネットワーク

ソリューション

サービス

電子デバイス その他 全社・消去 合計

当期末残高 75 － － － 75

（注）のれんの償却額についてはセグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

法人主要
株主

富士通㈱
神奈川県川
崎市中原区

324,625

情報処理シ
ステム、通
信システム
及び電子デ
バイスの製
造・販売並
びにこれら
に関するサ
ポート

（被所有）
 直接 18.9

請負作業等当
社取扱商品の
仕入等役員の
兼任

プログラム
の開発等

2,015 売掛金 513

機器の仕入
等

25,776 買掛金 6,816

（注）1　取引条件につきましては、富士通パートナー契約に基づき決定しております。

2　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

(2) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

法人主要
株主が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社
（当該会
社の子会
社を含
む）

富士通エレ
クトロニク
ス㈱
（注）

東京都新宿
区

3,695

電子デバイ
ス製品の設
計・開発及
び販売

－
取扱商品の仕
入

半導体の仕
入

2,535 買掛金 723

（注）1　取引条件につきましては、富士通パートナー契約に基づき決定しております。

2　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

3　富士通㈱の子会社である富士通セミコンダクター㈱の子会社であります。
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当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

法人主要
株主

富士通㈱
神奈川県川
崎市中原区

324,625

情報処理シ
ステム、通
信システム
及び電子デ
バイスの製
造・販売並
びにこれら
に関するサ
ポート

（被所有）
 直接 19.1

請負作業等当
社取扱商品の
仕入等役員の
兼任

プログラム
の開発等

2,056 売掛金 875

機器の仕入
等

23,085 買掛金 6,497

（注）1　取引条件につきましては、富士通パートナー契約に基づき決定しております。

2　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

(2) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

法人主要
株主が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社
（当該会
社の子会
社を含
む）

㈱富士通
マーケティ
ング
（注）

東京都港区 12,220

コンサル
ティングか
ら、機器販
売、ソフト
ウェア開
発、設置工
事、保守ま
での一貫し
たサービス
の提供

－
取扱商品の仕
入

ソフトウェ
アの開発

2,169 買掛金 852

（注）1　取引条件につきましては、取引基本契約に基づき決定しております。

2　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

3　富士通㈱の子会社であります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日）

 
１株当たり純資産額 1,739円93銭

１株当たり当期純利益金額 38円40銭
 

 
１株当たり純資産額 1,707円31銭

１株当たり当期純利益金額 58円40銭
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）1．従業員持株ESOP信託口が保有する当社株式を、「1株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除

する自己株式に含めております（前連結会計年度709,000株、当連結会計年度557,000株）。

また、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

ります（前連結会計年度286,083株、当連結会計年度633,083株）。

（注）2．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額（百万円） 466 717

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

金額（百万円）
466 717

期中平均株式数（千株） 12,150 12,279

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当連結会計年度期
首残高（百万円）

当連結会計年度末
残高（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 8,217 7,415 0.80 －

１年以内に返済予定の長期借入金 87 6,629 0.59 －

１年以内に返済予定のリース債務 747 729 1.55 －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
6,832 1,076 0.85

　平成29年４月

～平成31年２月

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
1,224 1,252 1.55

　平成29年４月

～平成36年３月

その他有利子負債 － － － －

合計 17,107 17,102 － －

（注）1　「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

2　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 67 940 67 －

リース債務 530 351 193 99

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 20,872 48,730 70,175 105,619

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額（△）（百

万円）

△909 117 △811 1,448

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

△588 39 △552 717

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）（円）

△48.13 3.22 △45.06 58.40

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△48.13 51.13 △48.17 102.86
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 10,661 ※２ 11,140

受取手形 1,896 3,315

売掛金 ※１ 24,123 ※１ 22,175

商品及び製品 2,479 1,869

原材料及び貯蔵品 1,996 1,984

仕掛品 2,704 2,612

前渡金 207 256

前払費用 223 253

繰延税金資産 750 824

未収入金 177 455

その他 380 422

貸倒引当金 △7 △72

流動資産合計 45,594 45,238

固定資産   

有形固定資産   

建物 717 686

構築物 0 0

機械装置及び運搬具 0 0

工具、器具及び備品 63 50

土地 2,210 2,209

リース資産 782 886

建設仮勘定 206 234

有形固定資産合計 3,980 4,069

無形固定資産   

商標権 1 1

ソフトウエア 659 658

電話加入権 47 47

リース資産 880 824

無形固定資産合計 1,588 1,532

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 4,762 ※２ 4,160

関係会社株式 1,400 1,400

長期貸付金 97 95

関係会社長期貸付金 667 643

破産更生債権等 294 245

長期前払費用 3 3

繰延税金資産 1,879 2,082

敷金 431 423

会員権 93 92

その他 638 623

貸倒引当金 △695 △495

投資その他の資産合計 9,573 9,274

固定資産合計 15,142 14,876

資産合計 60,736 60,114
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 415 331

買掛金 ※１,※２ 16,625 ※１,※２ 15,894

短期借入金 6,775 5,902

1年内返済予定の長期借入金 67 6,429

リース債務 744 727

未払金 1,135 1,074

未払費用 678 701

未払法人税等 378 167

未払消費税等 580 259

前受金 695 1,367

預り金 116 123

賞与引当金 1,489 1,615

受注損失引当金 397 295

その他 13 24

流動負債合計 30,112 34,915

固定負債   

長期借入金 6,632 1,076

リース債務 1,217 1,247

退職給付引当金 4,557 4,467

長期未払金 180 135

長期前受収益 37 26

長期預り保証金 5 5

固定負債合計 12,629 6,958

負債合計 42,742 41,874

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,812 9,812

資本剰余金   

資本準備金 2,584 2,584

その他資本剰余金 1,179 1,179

資本剰余金合計 3,764 3,764

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 4,900 4,900

繰越利益剰余金 8,426 9,007

利益剰余金合計 13,326 13,907

自己株式 △10,123 △10,056

株主資本合計 16,780 17,428

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,213 811

繰延ヘッジ損益 － △0

評価・換算差額等合計 1,213 811

純資産合計 17,994 18,239

負債純資産合計 60,736 60,114
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 92,318 90,520

売上原価 77,846 75,922

売上総利益 14,471 14,598

販売費及び一般管理費 ※１ 13,561 ※１ 13,385

営業利益 910 1,212

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※２ 121 ※２ 148

不動産等賃貸収入 13 11

生命保険関連収入 155 86

その他の営業外収入 121 75

営業外収益合計 411 322

営業外費用   

支払利息 127 120

その他の営業外費用 38 75

営業外費用合計 165 196

経常利益 1,155 1,338

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 36 ※３ 0

投資有価証券売却益 96 －

貸倒引当金戻入額 － 151

子会社清算益 41 －

退職給付制度終了益 123 －

特別利益合計 299 151

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 0 ※４ 0

固定資産売却損 － 0

関係会社株式評価損 － 3

ゴルフ会員権評価損 3 1

特別退職金 ※５ 115 ※５ 78

品質関連対策費用 － 53

和解金 － 266

特別損失合計 119 404

税引前当期純利益 1,335 1,085

法人税、住民税及び事業税 794 441

法人税等調整額 178 △79

法人税等合計 972 362

当期純利益 362 723
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　機器及び材料費  42,723 54.9 39,776 52.4

Ⅱ　労務費  6,305 8.1 6,150 8.1

Ⅲ　外注費  27,391 35.2 28,550 37.6

Ⅳ　経費  1,426 1.8 1,444 1.9

計  77,846 100.0 75,922 100.0

 

前事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日） 当事業年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

（注）※　経費のうち主なものは次のとおりであります。 （注）※　経費のうち主なものは次のとおりであります。
 

科目 金額（百万円）

地代家賃 443

旅費交通費 229
 

 

科目 金額（百万円）

地代家賃 455

旅費交通費 222
 

（原価計算の方法） （原価計算の方法）

　当社における原価計算の方法は、実際原価による個別原

価計算を採用しており、機器及び材料費、労務費、外注費

ならびに経費の各原価要素に分類し把握しております。な

お、間接諸費用は配賦基準に従って合理的に配賦しており

ます。

　当社における原価計算の方法は、実際原価による個別原

価計算を採用しており、機器及び材料費、労務費、外注費

ならびに経費の各原価要素に分類し把握しております。な

お、間接諸費用は配賦基準に従って合理的に配賦しており

ます。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 9,812 2,584 1,515 4,099 4,900 8,353 13,253 △10,445 16,721

会計方針の変更に
よる累積的影響額

     △144 △144  △144

会計方針の変更を反
映した当期首残高

9,812 2,584 1,515 4,099 4,900 8,209 13,109 △10,445 16,577

当期変動額          

剰余金の配当      △145 △145  △145

当期純利益      362 362  362

自己株式の取得        △344 △344

自己株式の処分   △335 △335    666 331

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － △335 △335 － 216 216 322 203

当期末残高 9,812 2,584 1,179 3,764 4,900 8,426 13,326 △10,123 16,780

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 670 0 670 17,391

会計方針の変更に
よる累積的影響額

   △144

会計方針の変更を反
映した当期首残高

670 0 670 17,247

当期変動額     

剰余金の配当    △145

当期純利益    362

自己株式の取得    △344

自己株式の処分    331

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

543 △0 543 543

当期変動額合計 543 △0 543 746

当期末残高 1,213 － 1,213 17,994
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当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 9,812 2,584 1,179 3,764 4,900 8,426 13,326 △10,123 16,780

会計方針の変更に
よる累積的影響額

        －

会計方針の変更を反
映した当期首残高

9,812 2,584 1,179 3,764 4,900 8,426 13,326 △10,123 16,780

当期変動額          

剰余金の配当      △142 △142  △142

当期純利益      723 723  723

自己株式の取得        △3 △3

自己株式の処分        70 70

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 581 581 66 647

当期末残高 9,812 2,584 1,179 3,764 4,900 9,007 13,907 △10,056 17,428

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,213 － 1,213 17,994

会計方針の変更に
よる累積的影響額

   －

会計方針の変更を反
映した当期首残高

1,213 － 1,213 17,994

当期変動額     

剰余金の配当    △142

当期純利益    723

自己株式の取得    △3

自己株式の処分    70

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

△401 △0 △402 △402

当期変動額合計 △401 △0 △402 245

当期末残高 811 △0 811 18,239
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定）

時価のないもの　移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品―個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

商品及び製品、機器及び材料―先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定

額法によっております。）

なお主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　３～50年

機械装置　３～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

　また、販売用ソフトウエアについては当該販売用ソフトウエアの販売可能期間（主に３～５年）で均等

償却を行っております。

(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

定額法を採用しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

６．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

①　一般債権

貸倒実績率法によっております。

②　貸倒懸念債権及び破産更生債権

財務内容評価法によっております。

(2) 賞与引当金

　主として従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、その支給見込額に基づき当事業年度に見合

う分を計上しております。

(3) 受注損失引当金

　システムソリューションの請負等に係る受注案件のうち、当事業年度末で将来に損失が発生する可能性

が高いと見込まれ、かつ当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについては、受注損失に備えるた

め、将来の損失見積額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）による

定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

７．重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる開発契約

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②その他の開発契約

検収基準

８．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。また、特例処理

の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ　ヘッジ手段　為替予約

ヘッジ対象　外貨建金銭債権債務

ｂ　ヘッジ手段　金利スワップ

ヘッジ対象　借入金

(3) ヘッジ方針

　ヘッジ対象に係る将来の為替相場の変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で、為替予約取引及

び金利スワップ取引を行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、米貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞ

れ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えております。（決算日における有効性の評価を省略しております。）また、金利ス

ワップ取引については、特例処理であるため有効性の評価を省略しております。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理の方法

　財務諸表において、未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び会計基準変更時差異の貸借対照

表における取扱が連結財務諸表と異なっております。財務諸表上、退職給付債務に未認識数理計算上の差

異を加減した額から年金資産を控除した額を退職給付引当金又は前払年金費用に計上しております。

(2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成25年9月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更

しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項（4）及び事業分離等会計基準第57-4項

（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結財務諸表「注記事項

（追加情報）」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

売掛金 142百万円 122百万円

買掛金 1,506 1,578

 

※２　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

現金及び預金 7百万円 7百万円

投資有価証券 91 64

上記に対応する債務   

仕入債務 88 87

 

　３　保証債務

(1) 関係会社である㈱都築ソフトウェアの銀行借入金に対する保証

前事業年度
（平成27年３月31日）

当事業年度
（平成28年３月31日）

 220百万円  200百万円

 

(2) 関係会社である都築電産貿易（上海）有限公司の銀行借入金に対する保証

前事業年度
（平成27年３月31日）

当事業年度
（平成28年３月31日）

 47百万円  －百万円

 

(3) 関係会社である都築電産香港有限公司の銀行借入金に対する保証

前事業年度
（平成27年３月31日）

当事業年度
（平成28年３月31日）

 1,094百万円  1,212百万円

 

(4) 関係会社である都築アメニティ㈱の仕入債務に対する保証

前事業年度
（平成27年３月31日）

当事業年度
（平成28年３月31日）

 82百万円  77百万円

 

(5) 関係会社である㈱三築ツヅキシステムの仕入債務に対する保証

前事業年度
（平成27年３月31日）

当事業年度
（平成28年３月31日）

 275百万円  192百万円

 

(6) 従業員の銀行借入金（住宅資金等）に対する保証

前事業年度
（平成27年３月31日）

当事業年度
（平成28年３月31日）

 357百万円  267百万円

 

EDINET提出書類

都築電気株式会社(E00157)

有価証券報告書

89/99



（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度66％、当事業年度66％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度34％、当事業年度34％であります。

　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

旅費交通費 460百万円 451百万円

従業員給料手当 6,474 6,618

退職給付引当金繰入額 1,021 694

賞与引当金繰入額 745 883

法定福利費 941 1,027

地代及び家賃 612 597

減価償却費 388 400

貸倒引当金繰入額 265 41

 

 

※２　関係会社からの受取配当金

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

35百万円 54百万円

 

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

建物及び構築物 32百万円 －百万円

機械装置及び運搬具 － 0

土地 4 －

計 36 0

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 0百万円

工具、器具及び備品 0 0

計 0 0

 

※５　特別退職金の主な内容は、早期退職優遇措置による退職者の特別加算金等であります。

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成27年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式1,396百万円、関連会社株式３百万円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成28年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式1,396百万円、関連会社株式３百万円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成27年３月31日）

当事業年度
（平成28年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳
 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金損金算入限度超過額 493百万円

未払費用否認額 64

未払事業税等否認額 53

受注損失引当金否認額 131

その他 27

小計 769

評価性引当額 △19

繰延税金資産（流動）　　　　計 750

繰延税金資産（固定）  

投資有価証券評価損否認額 51

退職給付費用否認額 2,205

貸倒引当金繰入限度超過額 225

減価償却超過額 27

会員権評価損否認額 38

関係会社株式評価損否認額 36

減損損失否認額 280

長期未払金否認額 30

敷金否認額 86

退職給付信託益益金算入額 29

その他 68

小計 3,081

評価性引当額 △666

繰延税金資産（固定）　　　　計 2,414

繰延税金負債（固定）  

　その他有価証券評価差額金 △535

繰延税金負債（固定）　　　　計 △535

繰延税金資産の純額　　　　合計 2,630
 

 
繰延税金資産（流動）  

賞与引当金損金算入限度超過額 499百万円

未払費用否認額 72

未払事業税等否認額 36

受注損失引当金否認額 91

その他 124

小計 824

評価性引当額 －

繰延税金資産（流動）　　　　計 824

繰延税金資産（固定）  

投資有価証券評価損否認額 48

退職給付費用否認額 1,367

貸倒引当金繰入限度超過額 152

減価償却超過額 30

会員権評価損否認額 36

関係会社株式評価損否認額 36

減損損失否認額 266

長期未払金否認額 28

敷金否認額 83

退職給付信託 664

その他 94

小計 2,809

評価性引当額 △388

繰延税金資産（固定）　　　　計 2,421

繰延税金負債（固定）  

　その他有価証券評価差額金 △338

繰延税金負債（固定）　　　　計 △338

繰延税金資産の純額　　　　合計 2,906
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳
 

法定実効税率 35.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.7

住民税均等割額 3.1

税率変更に伴う差異 22.5

評価性引当額の増減額 8.1

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 72.9
 

 
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。
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前事業年度
（平成27年３月31日）

当事業年度
（平成28年３月31日）

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法

律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布さ

れ、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法

人税率等の引下げ等が行われることとなりました。こ

れに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27年４月

１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

等については33.1％に、平成28年４月１日に開始する

事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等について

は、32.3％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税

金負債の金額を控除した金額）は245百万円減少し、法

人税等調整額は300百万円増加しております。

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法

律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で

成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度か

ら法人税率等の引下げ等が行われることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の33.1％から平成28

年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日

に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ

いては30.9％に、平成30年４月１日に開始する事業年

度以降に解消が見込まれる一時差異については、

30.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税

金負債の金額を控除した金額）は184百万円減少し、法

人税等調整額が190百万円、その他有価証券評価差額金

が５百万円、それぞれ増加しております。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区　分
資産の
種　類

当期首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残　高

減価償却
累計額

有形
固定資産

建物 717 9 4 35 686 734

構築物 0 － － 0 0 0

機械及び装置 0 － 0 0 0 1

車両運搬具 0 － － － 0 1

工具、器具及び備品 63 1 0 13 50 488

土地 2,210 － 1 － 2,209 －

リース資産 782 482 0 377 886 767

建設仮勘定 206 1,158 1,130 － 234 －

計 3,980 1,652 1,137 426 4,069 1,994

無形
固定資産

ソフトウエア 659 213 － 213 658 －

リース資産 880 372 0 428 824 －

電話加入権 47 － － － 47 －

その他 1 － － 0 1 －

計 1,588 586 0 642 1,532 －

（注）　当期増減額のうち主なものは次のとおりです。

ソフトウエア 増加額（百万円） 213 自社利用システムの開発

建設仮勘定 増加額（百万円） 1,158 リース手配品

建設仮勘定 減少額（百万円） 1,130 リース手配品

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科　　目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 703 568 703 568

賞与引当金 1,489 1,615 1,489 1,615

受注損失引当金 397 272 373 295

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取・売渡  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。やむを得ない事由により、電子公告

によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

公告掲載ホームページアドレス

http：//www.tsuzuki.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）1　当社定款の定めにより、単元未満株主は会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利ならびに株主の有する株式数に応じ、募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

及び単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。

2　平成28年４月28日開催の取締役会決議により、１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。な

お、実施日は平成28年７月１日であります。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）
有価証券報告書及びその

添付書類並びに確認書

事業年度

（第75期）

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日

平成27年６月26日

関東財務局長に提出。

     

(2）
内部統制報告書及びその

添付書類
  

平成27年６月26日

関東財務局長に提出。

     

(3） 四半期報告書及び確認書 （第76期第１四半期）
自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日

平成27年８月７日

関東財務局長に提出。

     

  （第76期第２四半期）
自　平成27年７月１日

至　平成27年９月30日

平成27年11月５日

関東財務局長に提出。

     

  （第76期第３四半期）
自　平成27年10月１日

至　平成27年12月31日

平成28年２月４日

関東財務局長に提出。

     

(4） 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容

等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

の２（株主総会における議決権行使の結果）に

基づく臨時報告書であります。

平成27年６月29日

関東財務局長に提出。

     

 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容

等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号

（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であり

ます。

平成27年７月29日

関東財務局長に提出。

     

(5）
有価証券報告書の訂正報

告書及び確認書

事業年度

（第75期）

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日

平成28年１月22日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   平成28年６月29日

都築電気株式会社    

取締役会　御中    

 

 太陽有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 泉　淳一　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 尾川　克明　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる都築電気株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、都築

電気株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、都築電気株式会社の平成28年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、都築電気株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

※　１．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価
証券報告書提出会社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

   平成28年６月29日

都築電気株式会社    

取締役会　御中    

 

 太陽有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 泉　淳一　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 尾川　克明　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる都築電気株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、都築電気

株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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